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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期
決算年月 平成16年10月平成17年10月平成18年10月平成19年10月平成20年10月平成21年３月

売上高（千円） － 17,814,66319,475,59921,765,04419,199,855 －

経常利益又は

経常損失（△）（千円）
－ 448,575342,672259,130△99,072 －

当期純利益又は

当期純損失（△）（千円）
－ 261,131190,45177,823△367,378 －

純資産額（千円） － 3,941,2884,229,9284,096,6143,493,056 －

総資産額（千円） － 7,116,2728,298,4677,812,6685,149,325 －

１株当たり純資産額（円） － 1,216.911,309.571,268.301,081.45 －

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）（円）

－ 77.54 58.96 24.09△113.74 －

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － － －

自己資本比率（％） － 55.4 51.0 52.4 67.9 －

自己資本利益率（％） － 6.7 4.7 1.9 － －

株価収益率（倍） － 19.6 27.5 31.8 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ 1,411,120△1,201,4151,517,799448,375 －

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △66,046171,434△87,178 35,190 －

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ △830,137654,186△953,120△191,885 －

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
－ 1,082,996715,2031,172,4001,368,590 －

従業員数（人） － 96 100 112 101 －

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 　　　 ２．第30期は連結財務諸表を作成していない為、主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

        ３．第35期は、エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド及びエー・ディ・エム・エレク

トロニクス・ホンコン・リミテッドの全株式を譲渡したことにより、子会社がなくなった為、連結財務諸表

を作成しておりませんので、主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

 　　　 ４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第31期から第33期までは潜在株式がないため、第34期

は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　　　 ５．自己資本利益率については、第34期は当期純損失となったため記載しておりません。

 　　　 ６．株価収益率については、第34期は当期純損失となったため記載しておりません。

        ７．第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。
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回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期
決算年月 平成16年10月平成17年10月平成18年10月平成19年10月平成20年10月平成21年３月

売上高（千円） 20,571,55717,929,55019,378,97221,678,29019,006,3912,809,134

経常利益又は

経常損失（△）（千円）
905,569418,713325,983226,990△101,016△141,935

当期純利益又は

当期純損失（△）（千円）
510,395233,513156,75945,560△360,700△158,462

持分法を適用した場合の

投資利益（千円）
－ － － － － －

資本金（千円） 560,330560,330560,330560,330560,330560,330

発行済株式総数（株） 3,230,0003,230,0003,230,0003,230,0003,230,0003,230,000

純資産額（千円） 3,861,0143,921,1574,175,0734,012,3003,429,4403,220,674

総資産額（千円） 7,789,5677,079,7618,240,7437,731,0925,082,9764,518,365

１株当たり純資産額（円） 1,187.621,210.681,292.591,242.191,061.761,010.99

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

(円)

25

(－)

22

(－)

22

(－)

22

(－)　

15

(－)　

7

(－)　

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金

額（△）(円）

177.73 68.99 48.53 14.10△111.67△49.33

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額（円）
－ － － － － －

自己資本比率（％） 49.6 55.4 50.7 51.9 67.5 71.3

自己資本利益率（％） 17.2 6.0 3.9 1.1 － －

株価収益率（倍） 10.1 22.0 33.4 54.3 － －

配当性向（％） 14.1 31.9 45.3 156.0 － －

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,898,539 － － － － 327,657

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△90,149 － － － － 35,204

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,345,167 － － － － 41,829

現金及び現金同等物の

期末残高（千円）
468,921 － － － － 1,557,074

従業員数（人） 81 91 95 108 97 88

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．第31期より第34期まで連結財務諸表を作成していたため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動による

キャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載してお

りません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第30期及び第35期は関連会社が存在しないため、第31期より

第34期までは連結財務諸表を作成していたため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第30期から第33期までは潜在株式がないため、第34

期及び第35期は１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 　　　 ５．自己資本利益率については、第34期及び第35期は当期純損失となったため記載しておりません。

 　　　 ６．株価収益率については、第34期及び第35期は当期純損失となったため記載しておりません。

 　　　 ７．配当性向については、第34期及び第35期は当期純損失となったため記載しておりません。
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８．第32期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用しております。

９．第35期は、決算期変更により平成20年11月１日から平成21年３月31日までの５ヶ月となっております。
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２【沿革】
年月 事項

昭和50年２月 アナログ・デバイセズ社（米国）と代理店契約を結び、アナログ・デバイセズ社製品の販売を主な

目的とし、大阪市大淀区にエー・ディ・エム株式会社を、資本金100万円で設立

昭和59年７月 京都市中京区に京都営業所を開設

平成３年４月 東京都千代田区に東京営業所を開設

平成11年11月福岡市博多区に福岡営業所を開設

平成12年３月 東京営業所を東京都新宿区に移転

平成12年10月本社を大阪市中央区南本町（現在地）に移転

平成13年３月 東京営業所を東京都千代田区飯田橋に移転し、営業組織を充実して東京本部とする

平成13年６月 グローバル・ミックスドモード・テクノロジー社（台湾）と代理店契約締結

平成13年10月モスチップ社（インド）と代理店契約締結

平成13年12月京都営業所を本社に統合

平成14年12月ウルトラ・チップ社（台湾）と代理店契約締結

平成16年１月 ISO 14001認証取得

平成16年４月 エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド（連結子会社）設立

平成16年６月 エー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド（連結子会社）設立

平成16年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成16年９月 オーセンテック社（米国）と代理店契約締結

平成16年12月日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

 平成17年４月 アドバンスト・アナロジック・テクノロジーズ社（米国）と代理店契約締結 

 平成17年５月 オムニヴィジョンテクノロジーズ社（米国）と販売契約を結ぶ

 平成17年９月 テキサス・アドバンスド・オプトエレクトロニック・ソリューションズ社（米国）と代理店契約

締結

 平成19年３月 アイワット社（米国）と代理店契約を締結

平成19年５月 Ｃ２マイクロシステムズ社（米国）と代理店契約を締結

平成19年５月 マイクロブリッジ社（カナダ）と代理店契約を締結

平成19年10月北斗電子工業株式会社（日本）と総代理店契約を締結

平成20年８月　 加賀電子グループの一員となる

平成20年12月　東京都文京区に東日本本部を移転

平成21年１月 エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド、エー・ディ・エム・エレクトロニ

クス・ホンコン・リミテッドの全株式をそれぞれ加賀電子株式会社の子会社に譲渡

平成21年３月 福岡営業所を閉鎖

 

３【事業の内容】

　当社は、アナログＩＣ及びＤＳＰ(デジタル信号処理プロセッサ)等の電子デバイス製品の仕入・販売を行う半導体

商社であります。

　当社は、米国の半導体メーカーであるアナログ・デバイセズ社の製品の国内販売を目的に、同社の販売代理店として

設立されて以来約30年間以上にわたり同社製品の国内販売を事業活動の中心としております。主として、同社のコン

バータやアンプ等のアナログＩＣ及びＤＳＰ等の製品を、シャープ㈱、富士フイルムデジタルテクノ㈱や三洋電機㈱

等のデジタル家電(デジタルスチルカメラ・DVD・音響機器等)及び携帯電話等のエレクトロニクス製品を製造する電

子機器メーカーや産業機器を製造するメーカーに販売しております。当社は、アナログ・デバイセズ社の有力な国内

販売代理店の一つとして、長年にわたる同社製品の販売等を通じて蓄積したアナログ・デジタル技術に関するノウハ

ウ等を活用し、主要顧客の製品開発に際し設計段階より同社と共に参画し顧客ニーズ等に合致した商品を提供してい

る他、顧客の生産計画等に対応した商品の供給等に努めております。

　なお、アナログ・デバイセズ社の日本国内における現在の販売体制は、国内販売代理店の統括等を目的に同社が

100％を出資して設立したアナログ・デバイセズ㈱(本社：東京都港区、以下、日本アナログ・デバイセズ社)と当社を

含む４社の国内販売代理店により組織されております。日本アナログ・デバイセズ社は、販売戦略として予め定めた

主要な大手総合電機メーカー等に限って自らが取引を行っておりますが、それ以外の顧客に対しては販売代理店がア

ナログ・デバイセズ社から商品を直接仕入れて販売しております。
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　アナログ・デバイセズ社は販売代理店を活用することにより、世界規模の販売網を構築し同社製品のマーケット

シェアを着実かつ効率的に高めるという戦略をとっております。アナログ・デバイセズ社が主として事業を展開して

いる地域は、北米・欧州・日本・東南アジア（含む中国）であり、日本以外の地域においても日本市場と同様に販売

代理店を活用した戦略がとられております。アナログ・デバイセズ社製品の日本市場における売上高は、日本の電子

機器メーカーが牽引するデジタル家電の生産増加により、今後も増加することが見込まれております。当社は、アナロ

グ・デバイセズ社の日本市場における有力代理店として日本アナログ・デバイセズ社と密接に連携しつつ、当社独自

の営業体制を構築し、顧客の要望する時期に必要な数量の製品を供給するなど、商社に求められる物流や商品保管機

能を充実させることはもとより、長年にわたり蓄積してきたアナログ半導体に関する知識・ノウハウを活用するとと

もに、顧客との密接なリレーションシップを維持し、主体的に販売活動を行ってきております。

　このように、当社は日本市場（一部海外を含む）におけるアナログ・デバイセズ社製品の販売戦略の一翼を担って

きており、今後とも、同社との間で引続き長期安定的な取引関係が継続していくものと認識しております。

　この他、当社はアナログ・デバイセズ社製品以外にも、関連する電子デバイス製品等の販売及び商権、商材の確保・

拡大に努めております。当社の事業系統図を示すと以下のとおりであります。

　[事業系統図]

（注１）加賀電子株式会社は、当社の発行済株式総数の51％を有する親会社であります。

（注２）当社はアナログ・デバイセズ社の販売代理店であります。

（注３）日本アナログ・デバイセズ社は、販売代理店に対し技術面等の営業サポートを行うとともに、販売代理店と連携

して顧客への技術サポートを行っております。

（注４）アナログ・デバイセズ社及び日本アナログ・デバイセズ社は当社の関係会社には該当しておりません。

（注５）平成21年１月30日をもってエー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド（ADM Electronics

Hong Kong Limited）及びエー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド（ADM Singapore PTE.

LTD.）の全株式を、それぞれ加賀電子株式会社の子会社であるKAGA DEVICES(H.K.)LTD.及び

KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD.へ譲渡いたしましたため、当事業年度より子会社でなくなりました。
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[当社の現在の主要取り扱い商品]

メーカー名 主な取り扱い商品 機能・用途例

アナログ・

デバイセズ社

＜コンバータ＞

汎用Ａ/Ｄコンバータ

汎用Ｄ/Ａコンバータ

高速Ａ/Ｄコンバータ

高速Ｄ/Ａコンバータ

高精度Ａ/Ｄコンバータ

高精度Ｄ/Ａコンバータ

低消費Ａ/Ｄコンバータ

低消費Ｄ/Ａコンバータ

  Ａ/Ｄコンバータは、音声信号、映像信号等のアナログ信号を

デジタル信号に変換する機能があり、Ｄ/Ａコンバータは、コン

ピュータで加工されたデジタル信号をアナログ信号に変換す

る機能があります。主に携帯電話、ＰＤＡ、デジタルスチルカメ

ラ、パソコン周辺機器(モデム、ハードディスクドライブ)等で

使用されております。

＜アンプ＞

汎用アンプ

高速アンプ

高精度アンプ

計装用アンプ

アイソレーションアンプ

　アンプは、どのアナログ回路にも存在する基本的な構成ブ

ロックであり、シグナル・コンディショニング、信号のデジタ

ル変換前の増幅等の機能があります。主にデジタルスチルカメ

ラ、オーデイオ、セキュリティ・システム、携帯電話、画像機器

(医療用、スキャナ・コピー機、レーザープリンタ)等で使用さ

れております。

＜ＤＳＰ＞

汎用ＤＳＰ

SHARC

BLACKfin

VisualDSP　統合開発環境

  ＤＳＰは「Digital Signal Processor」の略で、デジタル信

号処理を行うための演算処理機能があります。ＡＶ機器・携帯

電話・ブロードバンド・ネットワーキングを初めとする様々

なアプリケーションに使用されております。

＜シグナルチェーンを構成す

るＩＣ＞

スイッチ・マルチプレクサＩ

Ｃ

センサーＩＣ

インターフェースＩＣ

パワーマネジメントＩＣ

リファレンスＩＣ

　信号処理のシグナルチェーンを効果的かつ効率的に行う機能

を有しております。

　スイッチ・マルチプレクサＩＣは低消費電力であり高速に信

号をスイッチする機能を有し、各種の電子機器に使用されてお

ります。センサーＩＣはノイズに強く、インダストリー分野に

適する電流出力型温度センサーやＰＣ、携帯電話などの電子機

器に多く採用される電圧出力型などがあります。インター

フェースＩＣはヨーロッパ規格のＣＥに準拠していて、低消費

電力、低電圧動作、小型パッケージが特徴でパソコン、コン

ピュータ周辺機器、モデムなどに使用されております。パワー

マネジメントＩＣはバッテリ応用機器のスペースとコストを

削減する製品で低消費電力化や高効率によってバッテリの持

続時間の向上を実現し、携帯電話、ＰＤＡ等に使用されており

ます。また、リファレンスＩＣは、電圧を精密で安定的な供給を

行うことができます。主に、パソコン、携帯電話にて使用されて

おります。

＜特定のアプリケーションＩ

Ｃ＞

アナログ/デジタル・オー

ディオ用ＩＣ

通信用ＩＣ

　特定のアプリケーションに特化したＩＣであります。アナロ

グ/デジタル・オーディオ用ＩＣは、オーディオ向けに使用さ

れ、ノイズを最小限に抑えることにより高音質を実現する機能

を有します。通信用ＩＣは、携帯電話向けに使用され、アプリ

ケーションの軽量化や多機能化に対応する小型化・低消費電

力を実現できる機能を有します。

＜ＭＥＭＳ＞

加速度センサ

ジャイロスコープ

　ＭＥＭＳは、「Micro Electro Mechanical Systems」の略で、

半導体微細加工をベースとしてIC上に機械構造を作りワン

チップ化したもので、マイクロマシンとも呼ばれます。加速度

センサは、加速度、すなわち単位時間当たりの速度の変化を検

出するためのＩＣであります。ジャイロスコープは、角速度セ

ンサと信号処理機能を1個のシリコンに組み込んだＩＣであり

ます。これらの製品は主に自動車のエアバッグ、ゲーム機、ロ

ボット等に使用されております。
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メーカー名 主な取り扱い商品 機能・用途例

グローバル・

ミックスドモード・

テクノロジー社

＜電源管理ＩＣ＞

電源スイッチ

バッテリ管理ＩＣ

ＣＰＵ管理ＩＣ

　電源管理用のICであり、ノートＰＣ、サーバー、ワークステー

ション、携帯電話やブロードバンド通信、ＬＣＤモニタ、ＰＤ

Ａ、ＣＤ-Ｒ/Ｗ、ＤＶＤ、ＩＡなどのアプリケーション向けの製

品に使用されております。

モスチップ社

データ・コンバージョンＩＣ 　コンピュータの異なるインターフェース間のギャップを埋め

る機能を有しております。主にセキュリティ関連製品、ＰＣ周

辺機器、ＵＳＢ2.0に使用されております。

ウルトラ・チップ社

STN液晶パネル用ドライバー

IC

　リアルな画像を低ノイズ、低消費電力で実現する機能を持っ

ております。携帯電話、ＰＤＡ等のモバイル機器、電子辞書、時

計、ゲーム機等に使用されております。

オーセンテック社 

指紋照合センサ

 

 

　独自技術の「True　Print（電解強度方式）」による指紋認証

センサで、個人認証の必要なアプリケーションである携帯電

話、パソコン、セキュリティ機器などで使用されております。

アドバンスト・

アナロジック・

テクノロジーズ社 

＜パワー半導体＞

スマートスイッチ

 ＬＤＯ 

 電圧検出／監視、基準電圧源

 スイッチングレギュレータ

 チャージポンプ 

バッテリーチャージャー 

 

   パワー半導体は、電気エネルギーを制御するＩＣです。携帯

電話等の通信機器、デジタルスチルカメラなどの携帯機器、民

生機器等、電気を利用するあらゆる電子機器に使用されており

ます。

オムニヴィジョン

テクノロジーズ社

ＣＭＯＳセンサ 　ＣＭＯＳセンサは、「電子の目」とも呼ばれ、携帯電話、デジ

タルスチルカメラ、車載関連、セキュリティ関連、医療機器など

多種多様なアプリケーションで使用されています。

テキサス・

アドバンスド・

オプトエレクトロ

ニック・

ソリューションズ社

 

＜知的光センサ＞

光一電圧コンバータ 

 光一周波数コンバータ 

 リニアセンサーアレイ 

 光一デジタル変換器 

 カラーセンサ

 

 　光の信号処理を中心としたシステムの信号処理や前段回路を

減少するように設計された光センサで、ノートＰＣ、車分野、

バーコードリーダー、煙感知器など、幅広い分野で使用されてお

ります。

アイワット社 

電源ⅠＣ   電気エネルギーを制御するＩＣです。携帯電話、携帯音楽プ

レーヤーなどのポータブル機器の充電器などに使用されてお

ります。

上記の表中に用いた主な用語の解説

＊　シグナルチェーン…アナログからデジタルに変換し、増幅や演算を行う等、一連の信号処理の流れのこと。

＊　ＣＥ…ヨーロッパ連合（ＥＵ）やヨーロッパ自由貿易機構（ＥＦＴＡ）における法的規制に対する適合性表示マー

ク。

＊　ＬＣＤ…「Liquid Crystal Display」の略で液晶パネル。

＊　ＰＤＡ…「Personal digital assistant」の略で個人向け携帯型情報機器。

＊　ＣＤ－Ｒ/Ｗ…「Compact disc-rewritable」の略で書換え可能なＣＤ。

＊　ＩＡ…「Intelligent appliance」の略で情報端末。

＊　ＵＳＢ…「Universal serial bus」の略でキーボードやマウスなどの周辺機器とパソコンを結ぶデータ伝送路の規

格。

＊　ＳＴＮ液晶…STN液晶は携帯で利用されている代表的な液晶です。消費電力が少ないことが特長であります。

＊　ＣＭＯＳ…「Complementary Metal Oxide Semiconductor」の略で「相補型金属酸化物半導体」と訳され、半導体を製

造する技術。
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[営業活動の特長]

①　テクニカルソリューション・プロバイダーとしての活動

　当社は全営業マンをＦＳＥ（フィールド・セールス・エンジニア）と位置付け、必要となる技術教育、アプリケーション

教育を実施し営業スキルの継続的向上に努めております。このことにより、顧客の設計者と製品の開発段階からコンタク

トをとり、顧客の製品の特長を理解し求められる設計と性能の見極め、課題に最も適した解決策の提案を行うことができ

るように心がけております。

　そのため、顧客の要望を正確に把握する営業活動が大切であり、この活動が当社グループの強みであり、これまでの活動

の蓄積が当社グループのノウハウとなっております。今後もこの活動を継続し、より顧客との信頼関係を強め、お客様と課

題を分かち合うテクニカルソリューション・プロバイダーであることを志向しております。

　併せて、当社では顧客に対して当社独自のＡＤＭ技術セミナーの実施、技術情報誌「ＡＤＭセレクション」の発刊を行っ

ております。

②　技術サポート体制の整備

　ＤＳＰ（デジタル信号処理プロセッサ）の使用においては、入出力信号変換用ＩＣの接続、接続電源の設計開発等高度な

ハードウェアの技術が必要であることに加えてソフトウェアの開発、設計と評価が必要となります。当社はこれらのハー

ド開発、ソフト開発の両面における顧客への技術的支援を目的に、平成13年に技術サポート体制の整備に着手し、ＤＳＰサ

ポート体制を整えております。主に音響機器やネットワーク機能を持ったＡＶ機器、セキュリティシステムといった分野

で活動を行っております。

　また、アナログＩＣの分野においても、デジタル家電を始めとする電気機器等の急速なデジタル化の流れの中で、アナロ

グＩＣの需要が高まり、同時にアナログ技術の重要性も高まっております。このことを踏まえ、当社としても顧客に対する

アナログＩＣの技術支援体制の整備に注力し、アナログ技術者のサポート体制を構築しております。

　また、当社は、加賀電子株式会社の子会社となったことにより、同社の持つ技術サポート力を活用することが可能となり、

これらのサポート体制の充実により、顧客との信頼関係の強化、競合他社との差別化、新たなビジネスの創出に繋げること

が可能となりました。 

 

４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％）
関係内容

（親会社）

加賀電子株式会社
東京都文京区

12,133

（百万円）

電子部品・半導体

等の物品の売買及

び輸出入業等

51.72

当社取扱いの商品

を主に販売。

役員の兼任２名

　（注）１．加賀電子株式会社は有価証券報告書の提出会社であります。

２．加賀電子株式会社の資本金の額は平成21年３月31日現在となっております。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

 平成21年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

88   　39才　 ７ヶ月 　　 ４年　 11ヶ月 6,469,106

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

ります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．従業員数が前期末に比べ９名減少しましたのは、親会社である加賀電子株式会社へ出向したこと等によるも

のであります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度における我が国経済は、世界的な金融不安による株価下落、為替相場の急激な変動、世界同時不況などに

よる企業収益の悪化に伴う設備投資の抑制や雇用情勢の悪化とそれに伴う消費マインドの低下など、先行きの不透明

感は一段と強まってまいりました。

　このような状況の中、当社といたしましては、親会社である加賀電子株式会社との取扱製品及び販売市場に関する強

い補完関係を活かしつつ、技術や人材の交流により顧客へのサービスの質の向上を図り、両グループの営業拠点の統

合、ITシステムおよび財務分野での融合を通じて半導体商社機能の強化を図り、インダストリー、メディカル、コミュ

ニケーション及びデジタル・コンシューマ等の市場に注力し、需要の発掘、拡大を進めてまいりました。

　これらの活動の結果、コミュニケーション分野においては、中国向け携帯電話機用のチップが採用されたことにより

当該分野における売上は好調でありました。しかしながら、設備投資に関連するインダストリー分野においては、企業

収益の悪化を背景として設備投資が急速に減少したことなどから産業向け半導体の受注が減少いたしました。また、

デジタルスチルカメラや薄型テレビなどを中心とするコンシューマ分野においては、消費の冷え込みなどの影響から

顧客の生産調整や販売不振等を招き、国内デジタルスチルカメラメーカー向け半導体や北米向けオーディオ用半導体

などの受注が減少いたしました。また、当社一部顧客とのアミューズメント分野向け半導体等の商品に係る取引の終

了の影響により前事業年度と比較して大幅な減収となりました。

　利益面につきましては、人件費や活動費等を中心として大幅なコスト削減を実施いたしましたが、売上高減少に伴う

売上総利益の減少の影響が大きく、営業損失、経常損失及び当期純損失を計上することとなりました。

　なお、当事業年度は、決算期変更により、５ヶ月決算となっております。 

　以上により、当事業年度の売上高は28億９百万円、営業損失は２億32百万円、経常損失は１億41百万円、当期純損失は

１億58百万円となりました。

(2）キャッシュ・フロー

  前事業年度までは連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりましたので、前年同期の実績及び指標は記載して

おりません。　 

  当事業年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前事業年度末に比べ４億円増加し、当事業年度

末には、15億57百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  営業活動により得られた資金は、３億27百万円となりました。これは主に、税引前当期純損失が１億58百万円、仕入

債務の減少額２億99百万円による資金の減少があったものの、売上債権の減少額５億64百万円、たな卸資産の減少額

３億26百万円などの資金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により得られた資金は35百万円となりました。これは、差入保証金の回収による収入24百万円などによるも

のです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

  財務活動により得られた資金は41百万円となりました。これは、配当金の支払額48百万円、自己株式の取得による支

出13百万円による減少要因があったものの、短期借入金の純増額１億３百万円があったためであります。
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２【仕入及び販売の状況】

　当事業年度は５ヶ月決算となっており、また、前事業年度まで連結財務諸表を作成しておりましたので、前年同期比

の数字は記載しておりません。

(1）仕入実績

　当社の事業区分は単一セグメントであるため、当事業年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
第35期

（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

アナログ系ＩＣ（千円）（注）２ 1,874,429 －

デジタル系ＩＣ（千円）（注）２ 282,352 －

その他（千円）（注）２ 20,251 －

合計（千円） 2,177,033 －

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．アナログ系ＩＣ　　アンプ及びコンバーター等

デジタル系ＩＣ　　デジタル信号を演算処理するＩＣ等

その他　　　　　　部品、アッセンブリ品等

(2）販売実績

　当社の事業区分は単一セグメントであるため、当事業年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目
第35期

（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

前年同期比（％）

アナログ系ＩＣ（千円） 2,471,225 －

デジタル系ＩＣ（千円） 313,547 －

その他（千円） 24,362 －

合計（千円） 2,809,134 －

　（注）１．当事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。

相手先

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

金額（千円） 割合（％）

エー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド 615,290 21.9

シャープ㈱ 477,324 17.0

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

  家電や通信機器等のデジタル化が進み、かつ拡大している中で、人間と機器をつなぐアナログの技術は不可欠なも

のであり、デジタル機器の進化・拡大に伴いアナログの技術も進化を続けていくものと考えられます。また、生産拠点

の海外移転、企業間の業務提携等による生産拠点の変更、商品の差別化とそれに伴う高機能化、商品ライフサイクルの

短縮化など、顧客ニーズはめまぐるしく変化しております。これら顧客ニーズに的確に対応すべく次の点に注力いた

します。

①日本アナログ・デバイセズ社との連携強化

　当社は、今後ともアナログ・デバイセズ社製品の販売拡大に努める方針であり、同社との専用窓口組織を設けること

により、アナログ・デバイセズ社との連携強化、顧客ニーズへの対応力の強化を図ってまいります。また、営業支援技

術者（ＦＡＥ：Field Application　Engineer)の技術力・技術提案力の向上や営業マンの個々の技術スキルや顧客の

多様なニーズにお応えできるよう当社取扱商品知識の向上も継続的に図っております。

②ＮＢＯおよびＮＤＩを重視する営業活動

　当社では、顧客の新商品の企画、開発段階から案件に参画する活動に注力しております。この新規案件をＮＢＯ

（New Business Opportunity）、正式にご採用をいただいた案件をＮＤＩ（New Design In）と称しており、この件

数、金額が営業活動の重要な指標と考えております。このＮＢＯ、ＮＤＩが当社の顧客ニーズ対応のバロメータであ

り、発展のコアであると考え、ＮＢＯ、ＮＤＩを重視する営業活動に注力し、事業の拡充に取り組んでまいります。

③新規商権ビジネスの拡大

　当社は、アナログ・デバイセズ社商品を主に販売してきておりますが、昨今の顧客の多様化するニーズに応えるた

め、特に当社の強みである信号処理及びその周辺分野での新規商権の拡充、拡販に注力しております。また、当社の親

会社である加賀電子株式会社との人材・商材の交流をとおして、新規商品の拡充、拡大に取り組んでまいります。

④海外における事業展開

　当社の顧客の多くは、グローバルベースでの事業展開を行っており、現地ビジネスの拡大や生産コストの低減を目的

とし、多くのコンシューマ機器メーカーが生産拠点の一部を海外においております。当社はこれらの顧客のニーズ、特

に日本国内と同様のスムーズな部品調達、現地での商品開発支援に応えるべく海外での事業展開を進めていく方針で

あり、当社の親会社である加賀電子株式会社のグローバルネットワークを積極的に活用してまいります。 
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社の事業展開等に関し、リスク要因となる可能性があると考えられる主な事項並びにその他の重要

と考えられる事項を記載しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生

した場合の対応に努める方針でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項および本書中の本項以外の記載内容

も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。なお、以下の記載は当社株式への投資に関連す

るリスクを全て網羅するものではありません。文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成21年３月31

日）現在において当社が判断したものであります。

(1) 当社の事業等について

①　アナログ・デバイセズ社製品への高い依存度について

 　 当社の主たる取扱商品は、ニューヨーク証券取引所に上場しているアナログ・デバイセズ社の製品であり、過年

度におけるアナログ・デバイセズ社からの仕入比率が、極めて高い水準にあり、当社の事業はアナログ・デバイ

セズ社の製品に大きく依存しております。

　アナログ・デバイセズ社は、アナログIC等に強みを有するリアルタイム信号処理の半導体専業メーカーであり、

世界市場において一定の地位を築いているものと考えております。当社は今後とも同社の製品を主体に事業を展

開する方針であります。しかしながら、今後、アナログ・デバイセズ社の製品や技術力が、市場競争力を失った場

合や、同社が顧客ニーズに合致した製品を適時・適切に供給できなかった場合、あるいは何らかの理由により同

社の事業継続が困難となった場合等には、当社の業績および事業の継続に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。

②　販売代理店契約が短期間のうちに解除される可能性について

  　当社は、アナログ・デバイセズ社の100％子会社であるAnalog Devices, B．V．との間で、日本国内を販売区域

として定めた非独占的販売代理店契約を締結しております。

  　このアナログ・デバイセズ社との間の販売代理店契約には期限の定めが無く、一方の当事者からの30日以上前

の文書通告により、いつでも当該契約を解除することができます。

  　当社は、昭和50年２月の設立と同時に、アナログ・デバイセズ社と国内販売代理店契約を締結して以来、一貫し

て同社製品を主力商品として販売して参りました。今後もアナログ・デバイセズ社との販売代理店契約の継続お

よび同社製品の販売拡大に努める方針でありますが、当該契約は、上記の通り、一方の当事者の意思により最短30

日で速やかに解除できることとなっているため、何らかの理由により当該契約が解除となった場合には、当社の

業績および事業の継続に極めて重大な影響を及ぼす可能性があります。

③　アナログ・デバイセズ社の日本市場における販売代理店政策について

  　アナログ・デバイセズ社は、国内顧客への直接販売及び国内販売代理店の統括等を目的として、昭和55年７月に

日本アナログ・デバイセズ社を設立しております。

 　 当社は、アナログ・デバイセズ社の有力な国内販売代理店の一つとして、当社独自の営業体制を構築し、長年に

わたる同社製品の販売等を通じて蓄積したアナログ・デジタル技術に関するノウハウ等を活用し、主要顧客の製

品開発に際し、設計段階より同社と共に参画し顧客ニーズ等に合致した商品を提供している他、顧客の生産計画

等に対応した商品の供給等に努めております。

  　しかしながら、日本アナログ・デバイセズ社が、販売代理店の取引可能な顧客を決定する機能を保有しているた

め、アナログ・デバイセズ社の販売代理店政策の変更等により、販売代理店の担当顧客が変更されるケースがあ

ります。したがって、今後、アナログ・デバイセズ社の販売代理店政策の変更等により、現在の当社の主要顧客が

変更または削減等された場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

④　特定の顧客への依存について

  　当社は、主として大手の電子機器メーカー向けに商品を販売しているため、当社販売先の上位10社に対する売上

比率が、平成21年３月期60.8％となっているとおり、上位の販売先数社への売上依存度が高い水準にあります。

  　当社は引き続き、既存取引先との長期安定取引の継続並びに新規顧客の開拓に努める方針でありますが、今後、

何らかの理由により、主要取引先との取引縮小や解消等が発生した場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす

可能性があります。

⑤　顧客の最終製品の生産・販売動向について

  　現在、当社の主要顧客において、当社の取扱商品が採用されている主な電子機器製品は、携帯電話やデジタルス

チルカメラ等であります。これらの最終製品の生産・販売動向は、当該製品の流行や市場シェア動向、並びに内外

の景気動向等により変動する傾向があります。したがって、これらの変動要因等により、当社顧客の生産計画の変

更や、延期または取消し等が実施された場合には当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。
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⑥　顧客からの価格引き下げ要請等について

  　最近事業年度における当社の事業業績は、売上総利益率が低下傾向にありました。これは、市場価格の低下にと

もなう顧客からの値下げ要請並びに販売する商品構成の変化に伴う利益率の低下（利益率の低い商品の販売数

量の増加）等によるものであります。顧客からの価格引き下げ要請があった場合、当社としましては仕入先であ

る半導体メーカーに仕入価格引き下げの交渉を行うことになりますが、今後、これらの要因が引き続き発生する

等により、当社の売上総利益率がさらに低下した場合等には、当社業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。

⑦　取引先企業の海外拠点への対応等について

  　当社は現在、主要顧客である大手電子機器メーカー等の国内生産拠点において、各工場の開発現場のニーズを把

握しつつアナログ系及びデジタル系のIC等を販売しております。近年、国内メーカーでは、コスト競争力の向上等

を目的に、生産拠点を国内からアジア諸国等の海外に移転したり、海外の生産拠点を新設・拡充したり、あるいは

海外調達比率を高めたりするケースがあります。当社は、加賀電子グループの持つ海外ネットワークを通して既

存の主要顧客の海外拠点に対応する方針ですが、今後、当社及び加賀電子グループがそれら主要顧客の生産・調

達方針の変更に迅速に対応できず、適時・適切に販売体制を構築できなかった場合等には、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

⑧　物流業務の外部委託について

 　 当社は、商品の入荷・保管・出荷等の物流業務を、株式会社アルプス物流(東京証券取引所市場第二部上場会社)

に外部委託しており、主力商品のアナログ・デバイセズ社の製品は、同社が管理運営する大阪府茨木市の一つの

倉庫にて集中的に管理されております。現在までのところ、重大な支障は発生しておりませんが、今後、万一何ら

かのトラブルが発生した場合には、物流面の支障が生じる等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

(2) 半導体製品への依存について

  　当社の事業は半導体製品に全面的に依存しております。半導体市場は、メモリー等の汎用デバイスにみられるよう

に、製品需要の減少、過剰在庫、販売価格の急速な下落及び過剰生産等を要因として、循環的な市況変動が顕著に生

じる市場であり、これまでも深刻な低迷期を繰り返してきた経緯があります。したがって、半導体市場の動向によっ

て当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 為替変動による影響について

  　当社の過年度における外貨建て仕入比率は、90％を超える高い水準であり、その主な決済通貨は米ドルでありま

す。また、外貨建て売上比率は、約30％となっており、その主な決済通貨も米ドルであります。当社は、外貨建て輸出

入に係る債権債務のバランスを考慮し、一部は為替予約等によるリスクヘッジを行い、為替変更による業績への影

響が軽微となるように努めております。しかしながら、当社の想定を超える為替変動があった場合等には、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 技術革新及び顧客ニーズの変化への対応について

  　当社の主要商品であるアナログIC等の電子デバイスや、それらが搭載される携帯電話及びデジタルスチルカメラ

等の電子機器は、技術革新が激しく、新製品が市場に投入されるサイクルも比較的短いことから、当社は技術革新の

スピードに対処するために、常に新しい技術・技能を組織的に習得し、従業員全体の能力を高め、顧客ニーズの変化

に対して的確に対応していく方針を採っております。しかし、今後、これらの技術革新や顧客の技術的要求の高度化

に対し、当社が適時・適切かつ迅速に対応できなかった場合等には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 人材の確保、育成及び活用について

  　近年の半導体業界における絶え間ない技術革新及び変化のスピードに対応し、顧客満足度を高めていくために、当

社は、引き続き顧客の業務および先進技術に関する専門知識を常に習得・蓄積し、商品を提供する方針であります。

現在当社は、採用においては、主として即戦力となるスキル・経歴をもった人材を採用することに努めております。

また、入社後は、社員の技術教育・職能教育を定期的に実施し、人材の育成・活用に注力しております。今後、当社が

事業を拡大していくにあたり、これら事業の推進に必要な人材を適時・適切に確保し、育成・活用できない場合等

には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 顧客情報の管理について

  　当社は顧客ニーズを的確に把握するために、顧客の製品開発や生産計画等の重要情報を早期に入手し得る事業環

境にあります。顧客との間には守秘義務契約を締結しておりますが、これらの情報が当社を通じて外部に漏洩する

危険性が考えられます。当社は、顧客の重要情報を社内マニュアルにしたがって管理しているほか、徹底した社員の

モラル教育を行い、当社内部からの情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じております。しかし、このような対策にもかか

わらず、当社からの情報漏洩が発生した場合には、当社が損害賠償責任を負う可能性があるほか、顧客との取引関係

の継続にも支障が生じる等により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(7) 競合について

  　当社は国内外の多くの半導体商社等と競合関係にあり、それら競合会社の中には、財務、ノウハウ・技術、または

マーケティング等において当社を大幅に上回る能力を有している企業が多数存在しております。当社は、今後とも

既存顧客のニーズに対応し、長期安定取引の継続を図るとともに、新規顧客の獲得に努める方針でありますが、当社

が競争力のあるサービスを維持できず、顧客ニーズに適時・適切に対応できない場合等には、当社の業績に影響を

及ぼす可能性があります。

(8) 自然災害について

    当社は大規模な地震をはじめとする自然災害や火災の発生により、事業活動の低下や停止、物流、販売ルートの一

時的な混乱を引き起こす可能性があるため、災害対策マニュアルの整備を図っております。今後も引き続きリスク

の抽出、マニュアルの充実等を図ってまいりますが、自然災害、火災等の全てのリスクを回避することは不可能であ

り、自然災害、火災等が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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５【経営上の重要な契約等】

　当社の経営上重要な契約は、次のとおりであります。

　(1)販売代理店契約

相手先
（仕入先）

契約の種類 主要取扱品目 契約時期

Analog Devices B.V.販売代理店契約 半導体・ＩＣ製品 平成13年12月８日

　（注）１．上記の契約期間について、期限の定めが無く、一方の当事者からの30日以上前の文書通告により、いつでも当

該契約を解除することができます。

２．Analog Devices B.V.は、アナログ・デバイセズ社（米国）が100％出資している子会社です。

　(2)資本・業務提携契約

契約締結日 契約締結先 資本提携の内容 業務提携の内容

平成20年６月27日 加賀電子株式会社

当社株式の保有

1,647,300株

（被所有割合）

発行済株式総数の

51.00％

・両社グループの技術部門や営業部門の

融合を通じた半導体商社機能の強化。

・グループ全体の更なる売上の拡大及び

企業価値の向上。

・当社を半導体商社機能を担う中核会社

として育成・強化。

・アナログ・デバイセズ社との連携強化

の推進。

・人材交流や営業拠点の統合、ＩＴシステ

ム及び財務分野での融合。

 

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、当事業年度末（平成21年３月31日）現在において当社が判断したものでありま

す。

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

　当社の経営者は、財務諸表の作成にあたりまして、会計方針の採用や、資産・負債及び収益・費用の計上及び開示

に関する見積りを必要とします。

　経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案して合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積り特

有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

（2）当事業年度の財政状態及び経営成績の分析

 

・財政状態の分析

＜流動資産＞

  当事業年度末の流動資産は43億43百万円となり、前事業年度末と比較して5億17百万円の減少となりました。これ

は主に、受取手形、売掛金、商品及び製品の減少と現金及び預金の増加によるものであります。

＜固定資産＞

  当事業年度末の固定資産は１億74百万円となり、前事業年度末と比較して47百万円の減少となりました。これは

主に、関係会社株式及び差入保証金の減少によるものであります。
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＜流動負債＞

  当事業年度末の流動負債は11億19百万円となり、前事業年度末と比較して１億26百万円の減少となりました。こ

れは主に、買掛金等の減少によるものであります。

＜固定負債＞

  当事業年度末の固定負債は１億77百万円となり、前事業年度末と比較して２億29百万円の減少となりました。こ

れは主に、長期借入金の減少によるものであります。

＜純資産合計＞

  当事業年度末の純資産合計は32億20百万円となり、前事業年度末と比較して２億８百万円の減少となりました。

これは主に、当期純損失及び配当金支払いによる利益剰余金の減少によるものであります。

 ・経営成績の分析

　当事業年度は、決算期変更により５ヶ月決算となっている為、前年比較は記載しておりません。 

＜売上高＞　

  当事業年度における売上高は、28億９百万円となりました。品目別売上につきましては、アナログ系ＩＣが24億71

百万円、デジタル系ＩＣが３億13百万円、その他が24百万円となりました。

＜販売費及び一般管理費＞

　当事業年度における販売費及び一般管理費は、５億37百万円となり、主な構成としましては、役員報酬37百万円、従

業員給料手当１億74百万円、賞与引当金繰入額51百万円、退職給付費用24百万円、賃借料40百万円および減価償却費

５百万円となっております。 　

＜営業損失＞

  当事業年度における営業損失は、売上高減少に伴う粗利額の低下により２億32百万円となりました。

＜営業外収益、営業外費用＞

  当事業年度における営業外収益は１億４百万円、営業外費用は13百万円となりました。営業外収益の主な構成と

しましては、受取配当金66百万円、為替差益27百万円となっております。営業外費用の主な構成としましては、支払

利息６百万円、債権売却損４百万円、支払手数料２百万円となっております。

＜経常損失＞

　当事業年度における経常損失は、１億41百万円となりました。 

＜特別利益、特別損失＞

  当事業年度における特別利益は１百万円、特別損失は17百万円となりました。特別利益としましては、貸倒引当金

戻入額１百万円となっております。特別損失の主な構成としましては、事業構造改善費用12百万円、関係会社株式売

却損５百万円となっております。

＜税引前当期純損失＞

　当事業年度における税引前当期純損失は、１億58百万円となりました。

＜法人税等＞

　当事業年度における法人税等は、課税所得の減少により、法人税、住民税及び事業税が１百万円となりました。ま

た、法人税等調整額は、△０百万円となりました。

＜当期純損失＞

  当事業年度における当期純損失は、１億58百万円となりました。

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

17/94



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　該当事項はありません。

 

２【主要な設備の状況】

　平成21年３月31日現在における主な設備は、次のとおりであります。

事業所名
（所在地）

設備の内容
帳簿価額（千円） 従業

員数
（人）建物 工具器具備品 合計

本社

（大阪市中央区）
事務所 7,266 9,434 16,70150

東日本本部

（東京都千代田区）
事務所 － 1,697 1,697 35

　（注）１．金額には消費税等を含めておりません。

２．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称
数量
（台）

リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

工具器具備品

（所有権移転外ファイナンス・リース）
一式 5～6 1,174 5,631

ソフトウェア

（所有権移転外ファイナンス・リース）
一式 5 1,711 250

車輌運搬具

（オペレーティング・リース）
１台 3 527 2,525

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年６月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,230,000 3,230,000ジャスダック証券取引所
単元株式数

100株

計 3,230,000 3,230,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成16年４月27日
（注）１

2,552,0002,640,000 － 96,000 － 56,000

平成16年９月１日
（注）２

500,0003,140,000393,500 489,500 609,475 665,475

平成16年10月１日
（注）３

90,0003,230,00070,830 560,330 109,705 775,180

　（注）１．株式分割（１：30）

２．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行株数　　 500,000株

発行価格　　　 2,150円

引受価額　　　 2,005.95円

発行価額       1,573円

資本組入額　　　 787円

払込金総額 1,002,975千円

３．第三者割当

割当先　　　大和証券エスエムビーシー株式会社

発行株式数　  90,000株

発行価格　　　 2,150円

引受価額　　　 2,005.95円

発行価額　　　 1,573円

資本組入額　　　 787円

払込金総額   180,535千円
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（５）【所有者別状況】

 平成21年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 6 8 27 2 2 1,791 1,836 －

所有株式数

（単元）
－ 1,118 204 16,678 5 10 14,28132,296 400

所有株式数の

割合（％）
－ 3.46 0.63 51.64 0.02 0.03 44.22 100.00 －

（注）　自己株式 44,344株は「個人その他」に443単元及び「単元未満株式の状況」に44株を含めて記載しており

ます。

（６）【大株主の状況】

 平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

加賀電子株式会社 東京都文京区本郷２丁目２－９ 1,647,300 51.00

山﨑　浩生 大阪市中央区 246,040 7.61

小林　隆英 埼玉県鶴ヶ島市 68,300 2.11

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１　 60,000 1.85

山﨑　弘子 大阪市中央区 49,900 1.54

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６－６

日本生命証券管理部内
30,000 0.92

小林　祐介 東京都千代田区 25,300 0.78

エー・ディ・エム従業員

持株会　
大阪市中央区南本町２丁目６－12 19,860 0.61

小林　正典 栃木県小山市 16,400 0.50

近藤　公一 埼玉県草加市 15,600 0.48

計 － 2,178,700 67.45

　 （注） 上記の他、当社所有の自己株式が44,344株（1.37%）あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
 普通株式  44,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,185,300 31,853 －

単元未満株式 普通株式 400 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 3,230,000 － －

総株主の議決権 － 31,853 －

②【自己株式等】

 平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

エー・ディ・エム

株式会社 

大阪市中央区南本町

二丁目６番12号
44,300 － 44,300 1.37

計 － 44,300 － 44,300 1.37

 

（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得　　　　　　　　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年12月18日）での決議状況

（取得期間　平成20年12月19日～平成21年２月27日）
100,000 50,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 44,300 13,287,100

残存決議株式の総数及び価額の総額 55,700 36,712,900

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） 55.70 73.43

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 55.70 73.43

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 44,344 － 44,344 －

　（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定し

た配当を継続して実施していくことを基本方針としております。

  当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

　当事業年度の配当金につきましては、当期純損失158,462千円を計上しておりますが、上記方針に基づき１株当たり

７円の期末配当を実施することを決定いたしました。

　内部留保資金につきましては、今後の事業展開を見据えて、業容拡大のために有効投資してまいりたいと考えており

ます。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
 （千円）

１株当たり配当額 
 （円）

 平成21年６月24日

 定時株主総会決議
22,299 7

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第30期 第31期 第32期 第33期 第34期 第35期
決算年月 平成16年10月平成17年10月平成18年10月平成19年10月平成20年10月平成21年３月

最高（円） 3,300
2,620

※1,900　　
2,030 1,730 880 331

最低（円） 1,790
1,314

※1,440 
1,000 671 260 203

　（注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第31期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。

２．第35期は、決算期変更により平成20年11月１日から平成21年３月31日までの５ヶ月となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高（円） 420 276 331 324 277 245

最低（円） 260 233 240 266 240 203

　（注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役会長  塚本　勲 昭和18年９月１日生

昭和42年７月サンコー電機㈱入社

昭和43年２月加賀電子（個人経営）創業

昭和43年９月加賀電子㈱設立、代表取締役社長就

任

平成19年４月同社代表取締役会長就任（現任）

平成20年９月

平成21年５月

当社取締役会長就任（現任）

加賀コンポーネント㈱

代表取締役社長就任（現任） 

(注)３ －

代表取締役

社長
営業統括本部長 志摩　良一　 昭和33年12月５日生

昭和57年３月加賀電子㈱入社

昭和61年４月同社営業統括本部海外事業部営業

第二課長就任

平成９年４月 同社営業本部営業企画部長就任

平成11年４月同社社長室長就任

平成20年８月当社入社、社長特別補佐就任

平成20年９月当社代表取締役社長就任

平成20年11月当社代表取締役社長営業統括本部

長就任（現任）

(注)３　 10,000

取締役

常務執行役員

営業統括本部副

本部長

兼事業推進本部

長

関原　晴男 昭和32年３月３日生

昭和55年４月中外貿易㈱入社

平成11年11月㈱アイ・エス・アイ入社

平成12年10月㈱ユーエスシー入社、海外半導体営

業本部副本部長兼第一営業部部長

就任

平成13年３月当社入社、営業部長就任

平成16年１月当社取締役東京本部副本部長就任

平成16年５月エー・ディ・エム・シンガポール

・プライベート・リミテッド取締

役就任

平成16年10月当社取締役東京本部長就任

平成17年１月当社常務取締役東京本部長就任

平成19年11月当社常務取締役常務執行役員第一

営業統括部長兼海外事業統括部長

就任

エー・ディ・エム・エレクトロニ

クス・ホンコン・リミテッド取締

役就任（現任）

平成20年９月当社取締役常務執行役員営業統括

本部副本部長兼海外事業統括部長

就任　

平成20年11月

 

 

平成21年４月

当社取締役常務執行役員営業統括

本部副本部長兼事業推進本部長兼

海外事業統括部長就任

当社取締役常務執行役員営業統括

本部副本部長兼事業推進本部長就

任（現任）

(注)３ 3,700

取締役

常務執行役員

西日本営業本部

長

塚本　厚 昭和33年８月28日生

昭和59年４月加賀電子㈱入社

平成３年４月 同社営業本部営業第六北陸営業所

長就任

平成12年４月同社電子事業本部部品事業部国内

営業第三部長就任

平成17年４月同社電子事業本部営業第三部長就

任

平成18年４月同社電子事業本部営業第二部長就

任

平成20年８月当社入社、執行役員就任

平成20年９月当社取締役常務執行役員就任

平成20年11月当社取締役常務執行役員西日本営

業本部長就任（現任）

(注)３ 5,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役  塚本　外茂久 昭和24年10月30日生

昭和49年４月三谷産業㈱入社

昭和56年１月加賀電子㈱入社

平成２年４月 同社販売促進部長就任

平成３年６月 同社取締役就任

平成12年５月同社常務取締役就任

平成14年４月同社専務取締役就任

平成16年６月同社取締役副社長就任

平成17年４月同社代表取締役副社長就任

平成18年５月同社代表取締役副社長　電子事業本

部・特機事業本部・営業推進事業

部・技術統括本部統括

平成19年４月同社代表取締役社長兼電子事業本

部長兼システムソリューション事

業部長就任

平成20年４月同社代表取締役社長兼システムソ

リューション事業部長就任

平成20年８月同社代表取締役社長就任（現任）

平成20年９月当社取締役就任（現任）

(注)３ －

監査役

（常勤）

 

 宮川　利雄 昭和23年３月25日生

昭和45年４月立石電機㈱（現オムロン㈱）入社

平成11年４月同社営業統括事業部名古屋支店支

店長就任

平成15年１月当社入社、企画部配属

平成16年11月当社経営企画室長就任

平成18年１月当社取締役経営企画室長就任

平成18年11月当社取締役経営企画室長兼内部監

査室長就任

平成19年10月当社取締役執行役員経営企画室長

兼内部監査室長就任

平成19年11月当社取締役執行役員管理本部長兼

経営企画部長就任

平成20年９月当社監査役就任（現任）

(注)４ 1,000

監査役  榎本　正一 昭和19年９月15日生

昭和43年４月㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）

入行

平成６年４月 住友建設㈱（現三井住友建設㈱）

入社、建築営業統括部長就任

平成11年６月同社取締役就任

平成13年８月同社執行役員就任

平成15年７月同社常務執行役員就任

平成19年６月銀泉㈱監査役就任（現任）

総合地所㈱監査役就任（現任） 

平成20年９月当社監査役就任（現任）

(注)４ －

監査役  島　由幸 昭和42年12月28日生

平成11年４月弁護士登録、佐瀬米川法律事務所

（現佐瀬・米川・島法律事務所）

へ入所

平成20年１月佐瀬・米川・島法律事務所にパー

トナーとして参加（現在に至る）

平成20年９月当社監査役就任（現任）

(注)４ －
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（注）１．監査役　榎本正一及び島由幸は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

　　　２．取締役　塚本外茂久は、取締役会長　塚本　勲の実弟であります。

３．平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の日から、２年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結ま

で。

４．平成21年１月28日開催の定時株主総会の終結の日から、４年以内の最終決算期に関する定時株主総会の終結ま

で。

５．当社は、経営の効率化、意思決定の迅速化及びコーポレート・ガバナンスの確立を図ることを目的に平成19年

10月１日より執行役員制度を導入いたしました。執行役員は、３名で上記兼務役員２名と管理本部長　牛見　史

郎で構成されております。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

鶴巻　康枝　 昭和43年６月21日生
平成17年10月弁護士登録、佐瀬米川法律事務所（現佐瀬・米川・島法律事務所）へ入

所（現在に至る）
－
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

    ①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

     当社は法令を遵守し、経営の効率性、透明性を向上させ、株主の立場にたって継続的に企業価値を高めることをコー

ポレート・ガバナンスの基本方針とし、また、「自らの責任を自覚し、社会の規範に従う」「仕事を通じて社会の為に

役立つ」を行動指針として掲げ、経営環境に迅速に対応できる俊敏なコーポレート・ガバナンスの充実を目指してお

ります。　

    ②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

イ.会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

    　　当社の基本的な経営管理組織としては、取締役会と監査役会があります。　　　　

　　　取締役会は、期末日現在取締役７名で構成され、月１回の定時取締役会を、また、必要に応じ臨時取締役会を開催し経営

上の意思決定を行っております。なお、社外取締役はおりません。当社は取締役全員が出席する取締役会を頻繁に開

催し、経営の意思決定を合理的かつ効率的に行っておりますので委員会等設置会社を選択せず、監査役設置会社を

継続しております。

      　監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成しており、会計監査人と連携をとり監査役会が定めた監査

方針に従い取締役会の他、重要な会議への出席、取締役などからの営業報告の聴取や重要な決裁書類の閲覧及び業

務、財産の状況調査などにより、ガバナンスの有り方や取締役会を含めた経営活動の監視を行っております。

　執行役員は、３名で構成しており、経営の効率化、意思決定の迅速化及びコーポレート・ガバナンスの確立を図る

ことを目的にいたしております。

　　　　業務執行体制としては、経営課題の協議の場として経営会議を、業務執行に関する重要事項等の協議の場として営業

統括本部会議をそれぞれ月１回開催しております。また、業務分掌規程、職務権限規程などにより、会社の業務執行

に関する各職位の権限と責任を明確にし、適正に運営される体制を整備しております。この監視機能として後述の

「内部監査室」を設けております。

ロ.リスク管理体制の整備状況　　　

 　　 　当社は企業経営及び日常業務に関して、大阪で弁護士事務所と顧問契約を締結し、リスク管理及びコンプライアンス

の面からアドバイスを受ける体制をとっております。また、必要に応じて社内で社長直轄の各種委員会（個人情報

保護委員会、環境委員会（災害リスク対策を含む）など）を設け、リスク管理、コンプライアンスを強力に推進する

よう努めております。

ハ.内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

 　 ・内部監査機能としては、社長直轄の「内部監査室」（２名）を設けております。内部監査は内部監査計画書に基づ

き定期的に実行され、監視と業務改善に向け具体的助言を行っております。また、監査役会とは、半期に一度の定

期報告と併せ随時連携を行い監査の実効性の確保に努めております。

    ・会計監査は監査法人トーマツとの間で監査契約を締結しており、公正不偏の立場で監査を受けております。同監

査法人および同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。当期において業務を

執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下の通りであります。

 　　　　 業務を執行した公認会計士の氏名

 　　　　　 業務執行社員：木村　幸彦　・　秦　一二三

　　　　　会計監査業務に係る主な補助者の構成 

 　　　　　 公認会計士：　４名、その他：　９名

ニ.会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

 　　 監査役３名のうち、２名は社外監査役を任用しております。監査役（常勤）は当社株式を1,000株保有しておりま

す。その他の利害関係はございません。

ホ.会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

      ・取締役会を平成21年３月期は７回開催し、法令で定められた事項や経営に関する重要事項を決定すると共に、業

務執行状況を監督しております。

 　   ・監査役会を平成21年３月期は６回開催し、監査方針の決定、会計監査人からの報告聴取を行うと共に、重要会議の

審議状況や監査結果などについて監査役相互に意見情報交換を行い、監査の実効性の確保に努めております。

      ・内部監査は、平成21年３月期は、内部統制監査にて実施し、法令や諸規程の遵守状況、業務が適正かつ合理的、効率

的に運営されているか及び資料の正確性を監査し、必要に応じ助言を行っております。

      ・「決算説明会のホームページへの掲載」「新規商権の獲得」など経営状況の開示及び積極的なＩＲ活動に努め

ました。
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    ③役員報酬

社内取締役に支払った報酬 32,943千円

社外取締役に支払った報酬 －千円

監査役に支払った報酬 6,699千円

 　 ④責任限定契約の内容と概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としてお

ります。

 　 ⑤取締役の定数及び取締役の選任の決議要件

イ.当社の取締役は７名以内とする旨を定款に定めております。

ロ.当社は、取締役の選任は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、

その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨

も定款に定めております。

 　 ⑥中間配当の決定機関

　当社は、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

これは、株主の皆様への機動的な利益還元を行うことを目的としております。

 　 ⑦自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨定款に

定めております。これは経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を遂行できるようにするためであります。

 　 ⑧取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠

償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 　 ⑨監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠

償責任を、法令の限度額において、取締役会の決議によって免除することができる旨定款に定めております。

 　 ⑩株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするもの

であります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）
監査証明業務に基づく報酬

（千円）
非監査業務に基づく報酬

（千円）

－ － 14,500 1,347

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容としましては、会計監査人に対して、公

認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である内部統制制度対応に係るアドバイザリー業務

を委託しております。

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(3）当社は、平成21年１月28日開催の第34期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を10月31日から

３月31日に変更いたしました。これに伴い、第35期事業年度は、平成20年11月１日から平成21年３月31日までの５ヶ

月となっております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年11月１日から平成20年10月

31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成19年11月１日から平成20年10月31日まで）及び当事業年度（平

成20年11月１日から平成21年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は連結子会社であったエー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド及びエー・ディ・エム・

エレクトロニクス・ホンコン・リミテッドの全株式を平成21年１月30日に譲渡したため、連結子会社がなくなりまし

た。このため、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成20年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,368,590

受取手形及び売掛金 1,952,929

商品及び製品 1,549,304

買建通貨オプション 4,576

繰延税金資産 32,754

その他 44,870

貸倒引当金 △4,080

流動資産合計 4,948,946

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 33,916

減価償却累計額 △25,430

建物及び構築物（純額） 8,486

工具、器具及び備品 43,610

減価償却累計額 △32,583

工具、器具及び備品（純額） 11,026

有形固定資産合計 19,512

無形固定資産

ソフトウエア 14,267

その他 1,327

無形固定資産合計 15,595

投資その他の資産

投資有価証券 44,549

差入保証金 93,192

繰延税金資産 18,417

その他 10,631

貸倒引当金 △1,520

投資その他の資産合計 165,271

固定資産合計 200,378

資産合計 5,149,325
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成20年10月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 544,360

短期借入金 354,839

1年内返済予定の長期借入金 40,000

未払法人税等 8,050

賞与引当金 59,657

その他 241,558

流動負債合計 1,248,465

固定負債

長期借入金 360,000

長期未払金 4,560

退職給付引当金 43,014

その他 229

固定負債合計 407,803

負債合計 1,656,269

純資産の部

株主資本

資本金 560,330

資本剰余金 775,804

利益剰余金 2,198,581

自己株式 △29

株主資本合計 3,534,686

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26,583

繰延ヘッジ損益 △3,565

為替換算調整勘定 △11,481

評価・換算差額等合計 △41,630

純資産合計 3,493,056

負債純資産合計 5,149,325
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②【連結損益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

売上高 19,199,855

売上原価 17,631,089

売上総利益 1,568,766

販売費及び一般管理費 ※1
 1,571,637

営業損失（△） △2,871

営業外収益

受取利息 2,636

受取配当金 996

受取手数料 41,108

雑収入 2,907

営業外収益合計 47,648

営業外費用

支払利息 15,911

売上割引 49,005

債権売却損 11,821

為替差損 55,969

支払手数料 10,495

雑損失 645

営業外費用合計 143,849

経常損失（△） △99,072

特別利益

投資有価証券売却益 3,900

特別利益合計 3,900

特別損失

固定資産除却損 ※2
 7,996

投資有価証券評価損 20,254

ゴルフ会員権評価損 1,780

減損損失 ※3
 16,060

事業構造改善費用 ※4
 166,923

特別損失合計 213,016

税金等調整前当期純損失（△） △308,188

法人税、住民税及び事業税 10,717

法人税等調整額 48,471

法人税等合計 59,189

当期純損失（△） △367,378
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 560,330

当期末残高 560,330

資本剰余金

前期末残高 775,804

当期末残高 775,804

利益剰余金

前期末残高 2,637,019

当期変動額

剰余金の配当 △71,060

当期純損失（△） △367,378

当期変動額合計 △438,438

当期末残高 2,198,581

自己株式

前期末残高 －

当期変動額

自己株式の取得 △29

当期変動額合計 △29

当期末残高 △29

株主資本合計

前期末残高 3,973,154

当期変動額

剰余金の配当 △71,060

当期純損失（△） △367,378

自己株式の取得 △29

当期変動額合計 △438,467

当期末残高 3,534,686

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 14,494

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△41,077

当期変動額合計 △41,077

当期末残高 △26,583
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

繰延ヘッジ損益

前期末残高 106,426

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109,992

当期変動額合計 △109,992

当期末残高 △3,565

為替換算調整勘定

前期末残高 2,538

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△14,020

当期変動額合計 △14,020

当期末残高 △11,481

評価・換算差額等合計

前期末残高 123,459

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△165,090

当期変動額合計 △165,090

当期末残高 △41,630

純資産合計

前期末残高 4,096,614

当期変動額

剰余金の配当 △71,060

当期純損失（△） △367,378

自己株式の取得 △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △165,090

当期変動額合計 △603,558

当期末残高 3,493,056
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △308,188

減価償却費 21,562

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,075

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,006

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,492

受取利息及び受取配当金 △3,632

支払利息及び社債利息 15,911

為替差損益（△は益） 119,379

投資有価証券評価損益（△は益） 20,254

投資有価証券売却損益（△は益） △3,900

減損損失 16,060

事業構造改善費用 166,923

売上債権の増減額（△は増加） 1,566,121

たな卸資産の増減額（△は増加） 645,922

未収消費税等の増減額（△は増加） 85,133

仕入債務の増減額（△は減少） △1,777,854

長期未払金の増減額（△は減少） △223,040

その他 125,680

小計 452,923

利息及び配当金の受取額 3,732

利息の支払額 △18,037

法人税等の支払額 △41,968

法人税等の還付額 51,724

営業活動によるキャッシュ・フロー 448,375

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △16,690

無形固定資産の取得による支出 △6,560

投資有価証券の取得による支出 △11,820

投資有価証券の売却による収入 33,900

差入保証金の差入による支出 △1,429

貸付けによる支出 △4,000

その他 41,791

投資活動によるキャッシュ・フロー 35,190

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △521,380

長期借入れによる収入 400,000

配当金の支払額 △70,476

自己株式の取得による支出 △29

財務活動によるキャッシュ・フロー △191,885
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（単位：千円）

前連結会計年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 △95,490

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 196,189

現金及び現金同等物の期首残高 1,172,400

現金及び現金同等物の期末残高 1,368,590
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項   子会社はすべて連結しております。

  連結子会社は、エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッドおよ

びエー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッドの２社であります。

２．持分法の適用に関する事項   該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項

  連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。

４．会計処理基準に関する事項  

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

  移動平均法による原価法を採用しております。

②　デリバティブ

    時価法を採用しております。

③　たな卸資産

商品

  移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

(会計方針の変更）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）が平成20年３月31日以前に開始する連結会計年度に係る連結財

務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準を適

用しております。この変更は、平成20年８月１日付で親会社となった加賀電子株式会

社との会計処理の統一を図るために実施したものであります。

　なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります。

　従って、当中間連結会計期間は従来の方法によっておりますが、変更後の方法によっ

た場合と比べ、損益への影響は軽微であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　 当社は定率法を採用しており、在外連結子会社は、定額法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物及び構築物  ３～15年

 工具器具備品  ４～10年

 (追加情報）

　 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。

　なお、この変更に伴う損益への影響は軽微であります

 ②　無形固定資産

  自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として

５年）に基づく定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準 ①　貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 ③　退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当社は当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(4）重要な外貨建の資産又は負

債の本邦通貨への換算の基

準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は、損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産および負債

は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に

含めて計上しております。

(5）重要なリース取引の処理方

法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

(6）重要なヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用しております。

  また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場

合には特例処理を採用しております。

項目
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針

  主に当社の内規である「デリバティブ取引規程」に基づき、金利変動リス

ク、為替変動リスクをヘッジしております。なお、デリバティブ取引は実需の

範囲で行っており、投機目的で行うことはありません。ヘッジ会計を適用した

ヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

 a  ヘッジ手段

　為替予約、通貨オプション

 ヘッジ対象

　外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

 b  ヘッジ手段

　金利スワップ

 ヘッジ対象

　借入金

 ③　ヘッジ有効性評価の方法

  為替予約取引については、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一時期の為替

予約を締結しているため、その後の為替相場の変動による相関関係が確保さ

れていますので、その判定をもって有効性の判定に代えております。また、金

利スワップは、特例処理の要件を満たしておりますので、その判定をもって有

効性の判定に代えております。

(7）その他連結財務諸表作成の

ための重要な事項

消費税等の会計処理

  税抜方式によっております。

５．連結子会社の資産及び負債の

評価に関する事項

  連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しており

ます。

６．連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。
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【注記事項】

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

※１．主要な科目及び金額は、次のとおりであります。

役員報酬 123,723千円 

従業員給料手当 524,141 

従業員賞与 69,563 

賞与引当金繰入額 59,657 

退職給付費用 45,297 

賃借料 121,078 

減価償却費 21,562 

貸倒引当金繰入額 1,406 

※２．固定資産除却損の内訳

建物 2,810千円

工具器具備品　 201 

ソフトウェア　 4,984 

※３．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途　 種類　

大阪市中央区 事業用資産　 建物

工具器具備品

ソフトウェア

東京都千代田区 事業用資産　　 建物

工具器具備品

当連結会計年度において、除却が見込まれる資産のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失（16,060千円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物11,004千

円、工具器具備品2,223千円及びソフトウェア2,833千円であります。

※４．事業構造改善費用の内訳

ＴＯＢ関係費用 63,024千円

事務所移転関係費用 18,778 

厚生年金基金脱退一時金 69,021 

その他 16,098 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                         

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 3,230,000 ― ― 3,230,000

合計 3,230,000 ― ― 3,230,000

自己株式     

普通株式（注） ― 44 ― 44

合計 ― 44 ― 44

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加44株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２　配当に関する事項

(1)　配当金の支払

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年１月29日

定時株主総会
普通株式 71,060 22 平成19年10月31日平成20年１月30日

 

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年１月28日

定時株主総会
普通株式 48,449利益剰余金 15平成20年10月31日平成21年１月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年10月31日現在）

現金及び預金勘定 1,368,590千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ―    

現金及び現金同等物 1,368,590    
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相当額
（千円）

減価償却累計額相当額
（千円）

期末残高相当額
（千円）

 工具器具備品 14,408 7,358 7,049
 ソフトウェア 38,700 36,810 1,890

合計 53,108 44,168 8,939

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内        4,625千円

１年超        4,562千円

合計        9,188千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料       10,834千円

減価償却費相当額       10,370千円

支払利息相当額       306千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,110千円

１年超 1,545千円

合計 2,656千円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
前連結会計年度（平成20年10月31日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1）株式 ― ― ―

(2）債券             

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

(1）株式 71,132 44,549△26,583

(2）債券             

①　国債・地方債等 ― ― ―

②　社債 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

(3）その他 ― ― ―

小計 71,132 44,549△26,583

合計 71,132 44,549△26,583

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

区分
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

売却額（千円） 33,900

売却益の合計額（千円） 3,900

売却損の合計額（千円） ―

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
前連結会計年度（平成20年10月31日）
連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 0
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項
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前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

(1）取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引等、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。

(2）取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(3）取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建仕入債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクの回避を目的とし

ており、また金利関連では借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場合

には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a  ヘッジ手段

為替予約、通貨オプション

ヘッジ対象

外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

b  ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

借入金

③ヘッジ方針

金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約取引については、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一時期の為替予約を締結しているため、その後の為

替相場の変動による相関関係が確保されていますので、その判定をもって有効性の判定に代えております。また、

金利スワップは、特例処理の要件を満たしておりますので、その判定をもって有効性の判定に代えております。

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

(4）取引に係るリスクの内容

為替予約取引等は為替変動によるリスクを有しております。

なお、当社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であり、相手方の契約不履行によるリス

クは殆どないと認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、管理本部が経理

・財務担当役員の承認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

　デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けており

ます。

　当社の加入する厚生年金基金は総合設立型であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算する

ことができないため、退職給付に係る会計基準（企業会計審議会:平成10年６月16日）注解12（複数事業主制

度の企業年金について）により、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。

２．退職給付債務に関する事項（平成20年10月31日現在）

イ　退職給付債務 106,199千円

ロ　年金資産（注） 63,184千円

ハ　退職給付引当金（イ－ロ） 43,014千円

（注）上記以外に総合設立型の厚生年金基金の年金資産があります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 194,286百万円

年金財政計算上の給付債務の額 △226,155百万円

差引額 △31,868百万円

(2)制度全体に占める当社の掛金拠出額割合（平成20年10月分掛金拠出額）

当社 2,270千円

基金全体 1,117,098千円

当社の掛金拠出額割合 0.20％

(3)上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高23,265百万円及び

　 不足金8,603百万円であります。

３．退職給付費用に関する事項（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

勤務費用等 45,297千円

退職給付費用 45,297千円

 （注）勤務費用等には、総合設立型の厚生年金基金への拠出額21,330千円（従業員拠出額は除く）が含

まれております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の計算方法として、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に定める簡

便法に基づき、会社規程による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金 24,220

未払費用 3,201

連結会社間内部利益消去 2,618

事業構造改善費用 36,458

その他 12,289

 　合計 78,789

評価性引当金 △43,196

繰延税金資産（流動）計 35,592

繰延税金資産（固定）     

  貸倒引当金 617

  退職給付引当金 15,898

長期未払金 1,851

ゴルフ会員権評価損 8,366

その他有価証券評価差額金 10,792

減損損失 7,084

繰越欠損金 157,624

その他 15,168

 　合計 217,403

評価性引当金 △198,986

繰延税金資産（固定）計 18,417

繰延税金資産合計 54,010

繰延税金負債（流動）     

繰延ヘッジ損益 2,837

繰延税金負債（流動）計 2,837

繰延税金負債合計 2,837

繰延税金資産の純額 51,172

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率とその差異の原因となった主な項目別内訳

　当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失のため、記載していません。

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

49/94



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

当社および連結子会社の事業は半導体販売事業ならびに、これらに付帯する業務の単一事業であるため記載

を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計（千円）
消去又は全
社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 17,472,8431,727,01119,199,855 ― 19,199,855

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,533,547 ― 1,533,547(1,533,547)―

計 19,006,3911,727,01120,733,403(1,533,547)19,199,855

営業費用 18,999,4831,738,09620,737,580(1,534,852)19,202,727

営業利益

又は営業損失（△）
6,907△11,084△4,176 1,305 △2,871

Ⅱ．資産 5,082,976663,0635,746,040(596,715)5,149,325

　（注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア・・・シンガポール、香港

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 アジア 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,095,214 2,095,214

Ⅱ　連結売上高（千円） ― 19,199,855

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.9 10.9

　（注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。

２．区分に属する国又は地域の主な内訳は次のとおりであります。

アジア・・・中国、シンガポール

３．海外売上高は当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

　重要性に乏しいため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

１株当たり純資産額           1,081.45円

１株当たり当期純損失金額           113.74円

 　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

純資産の部の合計額（千円） 3,493,056

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,493,056

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） 3,229,956

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △367,378

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式に係る当期純利益

又は普通株式に係る当期純損失(△)（千円）
△367,378

期中平均株式数（株） 3,229,960
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（重要な後発事象）

　　前連結会計年度（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 　１．重要な子会社株式の譲渡

　当社は、平成20年12月18日開催の取締役会において、連結子会社であるADM Electronics Hong Kong Limited（エー

・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド）およびADM Singapore PTE.LTD（エー・ディ・エム・シ

ンガポール・プライベート・リミテッド）の全株式を譲渡することを決議いたしました。

（1）譲渡理由

　当社は、平成20年８月１日付をもって加賀電子株式会社の子会社となったことから、経営効率化の検討を重ねてま

いりました。その結果、迅速な経営判断や同一地域でのグループ間の連携強化ができると判断したため、当社の海外

子会社について、親会社である加賀電子株式会社の子会社へそれぞれ全株式を譲渡することといたしました。

（2）譲渡先の名称

　（イ）ADM Electronics Hong Kong Limited

　　譲渡先　KAGA DEVICES(H.K.)LTD.

　（ロ）ADM Singapore PTE.LTD

　　譲渡先　KAGA(SINGAPORE)ELECTORONICS PTE..LTD.

（3）譲渡の日程

　平成20年12月18日　　　　　　　　　取締役会決議

　平成21年１月30日　　　　　　　　　譲渡日

（4）当該子会社の名称、国及び主な事業内容

　商号   ADM Electronics Hong Kong Limited

　所在地 　香港

　主な事業内容 　電子機器及び半導体の販売

　商号 　ADM Singapore PTE.LTD

　所在地 　シンガポール

　主な事業内容 　電子機器及び半導体の販売

（5）譲渡する株式の数、譲渡価額及び取得前後の所有株式の状況

　（イ）ADM Electronics Hong Kong Limited

　①譲渡前の所有株式数 1,700,000株　 （所有割合　100.00%）

　②譲渡株式数 1,700,000株　 （譲渡価額　1,700,000香港ドル）

　③譲渡後の所有株式数 ―株　 （所有割合　0.0%）

　（ロ）ADM Singapore PTE.LTD

　①譲渡前の所有株式数 623,857株　 （所有割合　100.00%）

　②譲渡株式数 623,857株　 （譲渡価額　１シンガポールドル）

　③譲渡後の所有株式数 ―株　 （所有割合　0.0%）

（6）損益に与える影響

　株式譲渡に伴う売却損益に与える影響は、軽微なものと見込んでおります。
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（２）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

53/94



２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成20年10月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,156,586 1,557,074

受取手形 388,779 271,029

売掛金 ※1, ※2
 1,811,512

※2
 1,349,469

商品及び製品 1,444,119 1,117,157

未収消費税等 － 939

前払費用 4,541 2,707

買建通貨オプション 4,576 －

繰延税金資産 32,682 46,068

その他 35,224 110

貸倒引当金 △17,406 △985

流動資産合計 4,860,618 4,343,570

固定資産

有形固定資産

建物 32,959 22,626

減価償却累計額 △24,978 △15,359

建物（純額） 7,980 7,266

工具、器具及び備品 40,341 39,607

減価償却累計額 △29,465 △28,474

工具、器具及び備品（純額） 10,876 11,132

有形固定資産合計 18,856 18,399

無形固定資産

ソフトウエア 14,267 19,723

その他 1,327 1,327

無形固定資産合計 15,595 21,050

投資その他の資産

投資有価証券 44,549 54,417

関係会社株式 24,276 －

出資金 20 20

差入保証金 91,550 68,536

従業員に対する長期貸付金 9,448 8,103

長期前払費用 1,163 1,381

繰延税金資産 18,417 4,407

貸倒引当金 △1,520 △1,520

投資その他の資産合計 187,906 135,345

固定資産合計 222,358 174,794

資産合計 5,082,976 4,518,365
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（単位：千円）

前事業年度
(平成20年10月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 544,360 245,155

短期借入金 ※2
 354,839

※2
 464,379

1年内返済予定の長期借入金 40,000 280,000

未払金 59,262 38,392

未払費用 96,217 25,868

未払法人税等 8,050 4,300

前受金 73 10

預り金 34,375 5,246

賞与引当金 59,657 51,736

売建通貨オプション 6,641 －

為替予約 12,993 2,093

その他 29,491 2,707

流動負債合計 1,245,962 1,119,890

固定負債

長期借入金 360,000 120,000

長期未払金 4,560 4,560

退職給付引当金 43,014 51,093

役員退職慰労引当金 － 2,147

固定負債合計 407,574 177,800

負債合計 1,653,536 1,297,690

純資産の部

株主資本

資本金 560,330 560,330

資本剰余金

資本準備金 775,180 775,180

その他資本剰余金 624 624

資本剰余金合計 775,804 775,804

利益剰余金

利益準備金 9,000 9,000

その他利益剰余金

別途積立金 2,140,000 2,040,000

繰越利益剰余金 △25,515 △132,428

利益剰余金合計 2,123,484 1,916,571

自己株式 △29 △13,316

株主資本合計 3,459,589 3,239,390

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △26,583 △17,472

繰延ヘッジ損益 △3,565 △1,243
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（単位：千円）

前事業年度
(平成20年10月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

評価・換算差額等合計 △30,149 △18,715

純資産合計 3,429,440 3,220,674

負債純資産合計 5,082,976 4,518,365
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

売上高 ※1
 19,006,391 2,809,134

売上原価

商品期首たな卸高 1,933,413 1,444,119

当期商品仕入高 17,581,113 2,177,033

合計 19,514,527 3,621,153

他勘定振替高 ※2
 595,947 －

商品期末たな卸高 1,444,119 1,117,157

商品売上原価 17,474,460 2,503,996

売上総利益 1,531,930 305,138

販売費及び一般管理費 ※3
 1,525,022

※3
 537,881

営業利益又は営業損失（△） 6,907 △232,742

営業外収益

受取利息 2,240 401

受取配当金 996 ※1
 66,863

為替差益 － 27,217

受取手数料 41,106 －

雑収入 2,907 9,604

営業外収益合計 47,251 104,087

営業外費用

支払利息 15,911 6,359

売上割引 49,005 24

債権売却損 11,821 4,202

為替差損 67,313 －

支払手数料 10,495 2,049

雑損失 627 644

営業外費用合計 155,175 13,280

経常損失（△） △101,016 △141,935

特別利益

投資有価証券売却益 3,900 －

貸倒引当金戻入額 968 1,296

特別利益合計 4,868 1,296

特別損失

固定資産除却損 ※4
 7,996

※4
 378

投資有価証券評価損 20,254 －

ゴルフ会員権評価損 1,780 －

関係会社株式売却損 － 5,066

減損損失 ※5
 16,060 －

事業構造改善費用 ※6
 166,923

※6
 12,225

特別損失合計 213,016 17,670

税引前当期純損失（△） △309,163 △158,309
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

法人税、住民税及び事業税 11,076 1,116

法人税等調整額 40,460 △963

法人税等合計 51,536 153

当期純損失（△） △360,700 △158,462
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 560,330 560,330

当期末残高 560,330 560,330

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 775,180 775,180

当期末残高 775,180 775,180

その他資本剰余金

前期末残高 624 624

当期末残高 624 624

資本剰余金合計

前期末残高 775,804 775,804

当期末残高 775,804 775,804

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 9,000 9,000

当期末残高 9,000 9,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,140,000 2,140,000

当期変動額

別途積立金の取崩 － △100,000

当期変動額合計 － △100,000

当期末残高 2,140,000 2,040,000

繰越利益剰余金

前期末残高 406,244 △25,515

当期変動額

剰余金の配当 △71,060 △48,449

別途積立金の取崩 － 100,000

当期純損失（△） △360,700 △158,462

当期変動額合計 △431,760 △106,912

当期末残高 △25,515 △132,428

利益剰余金合計

前期末残高 2,555,244 2,123,484

当期変動額

剰余金の配当 △71,060 △48,449

別途積立金の取崩 － －

当期純損失（△） △360,700 △158,462

当期変動額合計 △431,760 △206,912
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

当期末残高 2,123,484 1,916,571

自己株式

前期末残高 － △29

当期変動額

自己株式の取得 △29 △13,287

当期変動額合計 △29 △13,287

当期末残高 △29 △13,316

株主資本合計

前期末残高 3,891,379 3,459,589

当期変動額

剰余金の配当 △71,060 △48,449

当期純損失（△） △360,700 △158,462

自己株式の取得 △29 △13,287

当期変動額合計 △431,789 △220,199

当期末残高 3,459,589 3,239,390

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 14,494 △26,583

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△41,077 9,110

当期変動額合計 △41,077 9,110

当期末残高 △26,583 △17,472

繰延ヘッジ損益

前期末残高 106,426 △3,565

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109,992 2,322

当期変動額合計 △109,992 2,322

当期末残高 △3,565 △1,243

評価・換算差額等合計

前期末残高 120,921 △30,149

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△151,070 11,433

当期変動額合計 △151,070 11,433

当期末残高 △30,149 △18,715
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（単位：千円）

前事業年度
(自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日)

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 4,012,300 3,429,440

当期変動額

剰余金の配当 △71,060 △48,449

当期純損失（△） △360,700 △158,462

自己株式の取得 △29 △13,287

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △151,070 11,433

当期変動額合計 △582,860 △208,765

当期末残高 3,429,440 3,220,674
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当事業年度
(自　平成20年11月１日
　至　平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純損失（△） △158,309

減価償却費 5,785

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,079

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,296

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,147

賞与引当金の増減額（△は減少） △7,920

受取利息及び受取配当金 △67,265

支払利息 6,359

為替差損益（△は益） 1,410

関係会社株式売却損益（△は益） 5,066

事業構造改善費用 12,225

売上債権の増減額（△は増加） 564,669

たな卸資産の増減額（△は増加） 326,962

仕入債務の増減額（△は減少） △299,204

その他 △157,041

小計 241,668

利息及び配当金の受取額 67,207

利息の支払額 △4,647

法人税等の支払額 △6,616

法人税等の還付額 30,046

営業活動によるキャッシュ・フロー 327,657

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の売却による収入 19,210

有形固定資産の取得による支出 △2,787

無形固定資産の取得による支出 △4,070

差入保証金の回収による収入 24,434

その他 △1,582

投資活動によるキャッシュ・フロー 35,204

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 103,277

配当金の支払額 △48,161

自己株式の取得による支出 △13,287

財務活動によるキャッシュ・フロー 41,829

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,202

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 400,487

現金及び現金同等物の期首残高 1,156,586

現金及び現金同等物の期末残高 1,557,074
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【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。
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【重要な会計方針】
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項目
第34期

（自　平成19年11月１日
　至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

──────

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法を採用しております。

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。

商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(会計方針の変更）

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成18年７月５

日　企業会計基準第９号）が平成20年３

月31日以前に開始する事業年度に係る財

務諸表から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度から同会計基準を適

用しております。この変更は、平成20年８

月１日付で親会社となった加賀電子株式

会社との会計処理の統一を図るために実

施したものであります。

　なお、この変更に伴う損益への影響は軽

微であります。

　従って、当中間会計期間は従来の方法に

よっておりますが、変更後の方法によっ

た場合と比べ、損益への影響は軽微であ

ります。
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項目
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

４．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産

  定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　３～15年 

工具器具備品　　　　　４～10年

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

  定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　３～15年 

工具器具備品　　　　　４～10年

(追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　なお、この変更に伴う損益への影響は軽

微であります。

 (2）無形固定資産

　自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3)          ────── (3)リース資産

　　（所有権移転外ファイナンス・リース取

引にかかるリース資産） 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年10月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益

として処理しております。

同左

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

66/94



項目
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1)貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給

見込額基準により計上しております。

(2)賞与引当金

同左

 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金

同左

 (4）　　　　 ────── (4)役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 

　なお、役員退職慰労金は、平成21年１月

28日開催の取締役会において平成21年２

月度より役員退職慰労金の支給規程に基

づく期末要支給額を、役員退職慰労引当

金として、計上する方法を採用いたしま

した。　

　これは、平成20年８月に加賀電子株式会

社の子会社となったことから、親会社で

ある加賀電子株式会社との人事を含めた

諸制度について整合性を図ることによ

り、今後更なる人事交流の活性化をすす

めるため、役員退職慰労金制度を新設し

たことに伴うものであります。

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

──────

項目
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

８．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。ま

た、為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を満たしている場合には振

当処理を、金利スワップについて特例処

理の要件を満たしている場合には特例処

理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左 
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項目
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ方針

　当社の内規である「デリバティブ取

引規程」に基づき、金利変動リスク、為

替変動リスクをヘッジしております。

なお、デリバティブ取引は　実需の範囲

で行っており、投機目的で行うことは

ありません。当事業年度にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ方針

同左

 a  ヘッジ手段

為替予約、通貨オプション

a  ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

外貨建仕入債務及び外貨建予定取

引

ヘッジ対象

同左

 b  ヘッジ手段

金利スワップ

b  ヘッジ手段

同左

 ヘッジ対象

借入金

ヘッジ対象

同左

 (3）ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引については、ヘッジ方針に

基づき、同一通貨で同一時期の為替予約

を締結しているため、その後の為替相場

の変動による相関関係が確保されていま

すので、その判定をもって有効性の判定

に代えております。また、金利スワップ

は、特例処理の要件を満たしております

ので、その判定をもって有効性の判定に

代えております。

(3）ヘッジ有効性評価の方法

同左

９．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

────── 　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

────── （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりまし

たが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

　当事業年度においては、所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引を新たに行っておりませんので、当事業年度に与える

影響はありません。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

34期
（平成20年10月31日）

35期
（平成21年３月31日）

 ※１．関係会社項目

関係会社に対する資産には区分掲記されたもののほ

か次のものがあります。 

 ※１.　　　　　　　───────

売掛金 582,357千円  

 ※２．輸出債権買取契約の約定高  ※２．輸出債権買取契約の約定高

　　売掛金 354,839千円 

対応債務  

　　短期借入金 354,839千円 

　　売掛金 464,379千円 

対応債務  

　　短期借入金 464,379千円 

（損益計算書関係）
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第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。 

関係会社への売上高    1,534,635千円関係会社からの受取配当金 66,370千円

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

事業廃止に伴う在庫移管

※２．　　　　　　　───────

595,947千円  

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は　72％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は　28％であり

ます。

主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※３．販売費に属する費用のおおよその割合は68％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は32％でありま

す。

主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

役員報酬     123,723千円

従業員給料手当 504,033

従業員賞与 69,563

法定福利費 79,335

賞与引当金繰入額 59,657

物流費 66,953

退職給付費用 45,297

旅費交通費 114,828

支払手数料 34,874

賃借料 112,745

減価償却費 20,949

役員報酬 37,495千円

従業員給料手当 174,318

法定福利費 25,140

賞与引当金繰入額 51,736

退職給付費用 24,134

役員退職慰労引当金繰入額 2,147

物流費 23,368

旅費交通費 35,073

支払手数料 10,279

賃借料 40,413

減価償却費 5,785

※４．固定資産除却損の内訳 ※４．固定資産除却損の内訳

建物     2,810千円

工具器具備品 201

ソフトウェア 4,984

建物 169千円

工具器具備品 209

     

第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

※５．減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減

損損失を計上いたしました。

※５．　　　　　　　───────

場所 用途　 種類　

大阪市中央区 事業用資産　 建物

工具器具備品

ソフトウェア

東京都千代田区 事業用資産　　 建物

工具器具備品

 

当事業年度において、除却が見込まれる資産のうち、時

価が著しく下落した資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（16,060千

円）として特別損失に計上しました。その内訳は、建物

11,004千円、工具器具備品2,223千円及びソフトウェア

2,833千円であります。

※６．事業構造改善費用の内訳 ※６．事業構造改善費用の内訳

ＴＯＢ関係費用 63,024千円

事務所移転関係費用 18,778 

厚生年金基金脱退一時金 69,021 

その他 16,098 

関係会社整理費用 8,318千円

事務所閉鎖関係費用 3,907 

  

   

（株主資本等変動計算書関係）

第34期（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

自己株式     
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前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

普通株式 ― 44 ― 44

合計 ― 44 ― 44

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加44株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

 

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項                         

 
前期末株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 3,230,000     ―     ― 3,230,000

合計 3,230,000     ―     ― 3,230,000

自己株式     

普通株式（注） 44 44,300 ― 44,344

合計 44 44,300 ― 44,344

　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による増加であります。

２　配当に関する事項

(1)　配当金の支払

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年１月28日

定時株主総会
普通株式 48,449 15 平成20年10月31日平成21年１月29日

 

(2)　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 22,299利益剰余金 7 平成21年３月31日平成21年６月25日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）
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第35期
（自　平成20年11月１日
  至　平成21年３月31日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在）

現金及び預金勘定 1,557,074千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －    

現金及び現金同等物 1,557,074    

 

 

（リース取引関係）

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

74/94



第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
  至　平成21年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 １．ファイナンス・リース取引(借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

事務機器（工具器具備品）であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウェアであります。 

②　リース資産の減価償却方法

　重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります

 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年10月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっており、その内容は以下のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 14,408 7,358 7,049
ソフトウェア 38,700 36,810 1,890

合計 53,108 44,168 8,939

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累計
額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 13,408 8,137 5,271
ソフトウェア 7,200 6,960 240

合計 20,608 15,097 5,511

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内        4,625千円

１年超        4,562千円

合計        9,188千円

１年内 2,536千円

１年超 3,143千円

合計 5,679千円

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 　  10,834千円

減価償却費相当額   10,370千円

支払利息相当額       306千円

支払リース料 2,751千円

減価償却費相当額 2,662千円

支払利息相当額 68千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
  至　平成21年３月31日）

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 1,110千円

１年超 1,545千円

合計 2,656千円

１年内 968千円

１年超 888千円

合計 1,856千円

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

 

（有価証券関係）

第34期（平成20年10月31日現在）

子会社株式で時価のあるものはありません。

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

75/94



第35期（平成21年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類
第35期（平成21年３月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

(1）株式 7,897 9,860 1,963

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 7,897 9,860 1,963

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

(1）株式 63,992 44,556△19,435

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 63,992 44,556△19,435

合計 71,889 54,417△17,472

２．当事業年度中に売却したその他有価証券

　　該当事項はありません。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容

 
第35期（平成21年３月31日）
貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券     

非上場株式 0
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項
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第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引等、金利関連では金利スワップ取引でありま

す。

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の為替・金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、通貨関連では外貨建仕入債務及び外貨建予定取引の為替変動リスクの回避を目的とし

ており、また金利関連では借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避する目的で利用

しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている場

合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

a  ヘッジ手段

為替予約、通貨オプション

ヘッジ対象

外貨建仕入債務及び外貨建予定取引

b  ヘッジ手段

金利スワップ

ヘッジ対象

借入金

③ヘッジ方針

　金利リスクの低減並びに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　為替予約取引については、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一時期の為替予約を締結しているため、その後の為

替相場の変動による相関関係が確保されていますので、その判定をもって有効性の判定に代えております。また、

金利スワップは、特例処理の要件を満たしておりますので、その判定をもって有効性の判定に代えております。

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

(4）取引に係るリスクの内容

　為替予約取引等は為替変動によるリスクを有しております。

　なお、当社のデリバティブ取引の契約先はいずれも信用度の高い国内の銀行であり、相手方の契約不履行によるリ

スクは殆どないと認識しております。

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、管理本部が経

理・財務担当役員の承認を得て行っております。

２．取引の時価等に関する事項

第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

　デリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありません。

（退職給付関係）

第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度および退職一時金制度を設けており

ましたが、今後の、適格退職年金制度から新しい確定拠出年金制度を改定するにあたり、平成21年３月１日を

もって全国電子情報技術産業厚生年金基金（総合設立型）を脱退いたしました。

２．退職給付債務に関する事項（平成21年３月31日現在）

イ　退職給付債務 109,759千円

ロ　年金資産 58,665千円
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ハ　退職給付引当金（イ－ロ） 51,093千円

３．退職給付費用に関する事項（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

勤務費用等 24,134千円

退職給付費用 24,134千円

（注）１．勤務費用等には、脱退時までの総合設立型の厚生年金基金への拠出額 8,390千円（従業員拠出

額は除く）が含まれております。

 　　 ２．厚生年金基金脱退拠出金は、前事業年度の特別損失にて、69,021千円計上済みの為、当事業年度に

おける影響額は軽微であります。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　退職給付債務の計算方法として、退職給付会計に関する実務指針（会計制度委員会報告第13号）に定める簡

便法に基づき、会社規程による期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を採用しております。

（ストック・オプション等関係）

第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

　　該当事項はありません。 
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（税効果会計関係）

第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内

訳

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金 24,220

未払費用 3,201

貸倒引当金 7,066

事業構造改善費用 36,458

その他 11,019

 　合計 81,967

評価性引当金 △46,447

繰延税金資産（流動）計 35,520

 (単位：千円)

繰延税金資産（流動）     

賞与引当金 21,005

未払費用 6,808

貸倒引当金 400

事業構造改善費用 3,584

その他 31,649

 　合計 63,447

評価性引当金 △17,379

繰延税金資産（流動）計 46,068

繰延税金資産（固定）     

  退職給付引当金 15,898

　投資有価証券評価損 8,716

その他有価証券評価差額金 10,792

ゴルフ会員権評価損 8,366

関係会社株式評価損 10,093

繰越欠損金 150,712

その他 15,591

 　合計 220,171

評価性引当金 △201,753

繰延税金資産（固定）計 18,417

繰延税金資産合計 53,937

繰延税金資産（固定）     

  退職給付引当金 19,341

  役員退職慰労引当金 871

　投資有価証券評価損 8,716

その他有価証券評価差額金 7,093

ゴルフ会員権評価損 8,366

繰越欠損金 236,768

その他 10,470

 　合計 291,628

評価性引当金 △287,221

繰延税金資産（固定）計 4,407

繰延税金資産合計 50,475

繰延税金負債（流動）     

繰延ヘッジ損益 2,837

繰延税金負債（流動）計 2,837

繰延税金負債合計 2,837

繰延税金資産の純額 51,100

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

とその差異の原因となった主な項目別内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

とその差異の原因となった主な項目別内訳

　当事業年度は、税引前当期純損失のため、記載してい

ません。

同左

（持分法損益等）

第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日） 

　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

（追加情報）

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連

当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しており

ます。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社の子会社及び関係会社等

種類
会社等の名称又は氏
名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

エー・ディ・エム・

シンガポール・プラ

イベート・リミテッ

ド 

シンガ

ポール

623

(千シンガ

ポールドル) 

電子機器及

び部分品の

販売

所有

直接 100.0

電子部品の

販売

電子部品の

販売
29,894売掛金 83,410

子会社

エー・ディ・エム・

エレクトロニクス・

ホンコン・リミテッ

ド

香港

 

1,700

(千香港ドル)

 

電子機器及

び部分品の

販売

所有

直接 100.0

電子部品の

販売

電子部品の

販売
432,442売掛金 485,533

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針

　営業取引につきましては、一般取引条件を参考にして決定しております。

２．エー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド（ADM Electronics Hong Kong　Limited）

及びエー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド（ADM Singapore　PTE. LTD.）の全株式

を、平成21年１月30日をもって、それぞれ加賀電子株式会社の子会社であるKAGA DEVICES(H.K.)LTD.及び

KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD.へ譲渡いたしましたので、平成21年１月30日時点の内容を記載して

おります。

エー・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド（ADM Electronics Hong Kong Limited）

は、平成21年３月31日をもってKAGA DEVICES(H.K.)LTD.へ債権・債務を譲渡いたしました結果、当事業年度

末における当社売掛金債権は、KAGA DEVICES(H.K.) LTD.に531,124千円移っております。

エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド（ADM Singapore　PTE. LTD.）の当事業年度

末における当社売掛金債権は、85,598千円であります。

なお、KAGA(SINGAPORE)ELECTRONICS PTE.LTD.は、平成21年４月１日をもってエー・ディ・エム・シンガポー

ル・プライベート・リミテッド（ADM Singapore PTE. LTD.）を合併いたしました。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1）親会社情報

加賀電子株式会社（東京証券取引所に上場）

(2）重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

第34期
（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額    1,061.76円

１株当たり当期純損失金額 　　　    111.67円

１株当たり純資産額 1,010.99円

１株当たり当期純損失金額 49.33円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

同左

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 3,429,440 3,220,674

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ― －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,429,440 3,220,674
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第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
3,229,956 3,185,656

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
第34期

（自　平成19年11月１日
至　平成20年10月31日）

第35期
（自　平成20年11月１日
至　平成21年３月31日）

当期純利益又は当期純損失(△)（千円） △360,700 △158,462

普通株主に帰属しない金額（千円） ― －

普通株式に係る当期純利益

又は普通株式に係る当期純損失(△)（千円）
△360,700 △158,462

期中平均株式数（株） 3,229,960 3,211,779
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（重要な後発事象）

　　第34期（自　平成19年11月１日　至　平成20年10月31日）

 　１．重要な子会社株式の譲渡

　当社は、平成20年12月18日開催の取締役会において、連結子会社であるADM Electronics Hong Kong Limited（エー

・ディ・エム・エレクトロニクス・ホンコン・リミテッド）およびADM Singapore PTE.LTD（エー・ディ・エム・シ

ンガポール・プライベート・リミテッド）の全株式を譲渡することを決議いたしました。

（1）譲渡理由

　当社は、平成20年８月１日付をもって加賀電子株式会社の子会社となったことから、経営効率化の検討を重ねてま

いりました。その結果、迅速な経営判断や同一地域でのグループ間の連携強化ができると判断したため、当社の海外

子会社について、親会社である加賀電子株式会社の子会社へそれぞれ全株式を譲渡することといたしました。

（2）譲渡先の名称

　（イ）ADM Electronics Hong Kong Limited

　　譲渡先　KAGA DEVICES(H.K.)LTD.

　（ロ）ADM Singapore PTE.LTD

　　譲渡先　KAGA(SINGAPORE)ELECTORONICS PTE..LTD.

（3）譲渡の日程

　平成20年12月18日　　　　　　　　　取締役会決議

　平成21年１月30日　　　　　　　　　譲渡日

（4）当該子会社の名称、国及び主な事業内容

　商号 　ADM Electronics Hong Kong Limited

　所在地 　香港

　主な事業内容 　電子機器及び半導体の販売

　商号 　ADM Singapore PTE.LTD

　所在地 　シンガポール

　主な事業内容 　電子機器及び半導体の販売

（5）譲渡する株式の数、譲渡価額及び取得前後の所有株式の状況

　（イ）ADM Electronics Hong Kong Limited

　①譲渡前の所有株式数 1,700,000株　 （所有割合　100.00%）

　②譲渡株式数 1,700,000株　 （譲渡価額　1,700,000香港ドル）

　③譲渡後の所有株式数 ―株　 （所有割合　0.0%）

　（ロ）ADM Singapore PTE.LTD

　①譲渡前の所有株式数 623,857株　 （所有割合　100.00%）

　②譲渡株式数 623,857株　 （譲渡価額　１シンガポールドル）

　③譲渡後の所有株式数 ―株　 （所有割合　0.0%）

（6）損益に与える影響

　株式譲渡に伴う売却損益に与える影響は、軽微なものと見込んでおります。

　　第35期（自　平成20年11月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証
券

その他有
価証券

㈱泉州銀行 191,000 39,919

㈱チップワンストップ 400 9,044

三洋電機㈱ 17,458.814 2,548

日本信号㈱ 2,405.348 1,322

カシオ計算機㈱ 1,178.547 816

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,000 476

オーセンテック社 2,000 290

㈱イーメックス 50 0

小計 215,492.709 54,417

計 215,492.709 54,417

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産                             

建物 32,959 － 10,332 22,626 15,359 544 7,266

工具器具備品 40,341 2,787 3,522 39,607 28,474 2,322 11,132

有形固定資産計 73,301 2,787 13,855 62,233 43,834 2,866 18,399

無形固定資産                             

ソフトウェア 33,279 8,228 － 41,508 21,785 2,773 19,723

その他 1,327 － － 1,327 － － 1,327

無形固定資産計 34,606 8,228 － 42,835 21,785 2,773 21,050

長期前払費用 1,734 750 557 1,927 545 145 1,381
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 354,839 464,379 1.57 －

１年以内に返済予定の長期借入金 40,000 280,000 1.49 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － － － －

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
360,000 120,000 1.46 平成22年

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
－ － － －

その他有利子負債 － － － － 

合計 754,839 864,379 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 120,000 － － －

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 18,926 985 15,231 2,174 2,505

賞与引当金 59,657 51,736 59,657 － 51,736

役員退職慰労引当金 － 2,147 － － 2,147

　（注）貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による戻入額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 2,234

預金     

当座預金 655,960

普通預金 897,260

別段預金 1,618

小計 1,554,839

合計 1,557,074

ロ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

タクミ商事㈱ 40,411

日本信号㈱ 34,140

オムロン㈱ 30,395

㈱ニフコアドヴァンストテクノロジー 20,863

㈱コンテック・イーエムエス 17,540

その他 127,677

合計 271,029

期日別内訳
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期日別 金額（千円）

平成21年４月 104,634

５月 67,585

６月 38,568

７月 57,766

８月 1,979

９月 494

合計 271,029

ハ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

KAGA DEVICES(H.K.)LTD. 531,124

㈱島津製作所 111,574

東芝メディカルシステムズ㈱ 91,444

エー・ディ・エム・シンガポール・プライベート・リミテッド 85,598

シャープ㈱ 76,068

その他 453,659

合計 1,349,469

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
151

1,811,5122,911,1743,373,2181,349,469 71.4 82.0

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ニ．商品及び製品

品名 金額（千円）

アナログ系ＩＣ 1,081,013

デジタル系ＩＣ 34,509

その他 1,635

合計 1,117,157

②　流動負債

イ．買掛金
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相手先 金額（千円）

アナログ・デバイセズB.V. 238,212

イーメックス㈱ 2,362

大東電子㈱ 1,848

NINGBO SUNNY OPOTECH CO.,LTD. 660

コーセイ電子㈱ 452

その他 1,619

合計 245,155

 　　　ロ．短期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 464,379

合計 464,379

 　　　ハ．１年内返済予定の長期借入金

相手先 金額（千円）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 200,000

日本生命保険相互会社 80,000

合計 280,000

（３）【その他】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

エー・ディ・エム株式会社(E02973)

有価証券報告書

88/94



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月末日

剰余金の配当の基準日
９月末日

３月末日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り  

取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

株主名簿管理人

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

買取手数料 無料

公告掲載方法

　当社の公告の方法は、電子公告により行います。ただし、やむを得ない事由

により電子公告をすることができないときは、日本経済新聞に掲載いたし

ます。なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは

次のとおりです。

http://www.adm.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受け

る権利以外の権利を有しておりません。

２．平成21年１月28日開催の第34期定時株主総会決議により、決算期を変更いたしました。

決算期　　　　　　　　　　　３月末日

定時株主総会　　　　　　　　６月中

基準日　　　　　　　　　　　３月末日

剰余金の配当の基準日　　　　９月末日、３月末日

なお、第35期事業年度については、平成20年11月１日から平成21年３月31日までの５ヶ月となります。

３．株主名簿管理人の「取次所」は、平成21年１月５日の株券電子化の実施をもって廃止されました。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）自己株券買付状況報告書

　報告期間（自平成20年12月１日　至平成20年12月31日）平成21年１月15日近畿財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第34期）（自平成19年11月１日　至平成20年10月31日）平成21年１月28日近畿財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況報告書

　報告期間（自平成21年１月１日　至平成21年１月31日）平成21年２月13日近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

　平成21年３月４日近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与

える事象が発生した場合）の規定に基づく臨時報告書であります。

(5) 有価証券報告書の訂正報告書

　平成21年３月４日近畿財務局長に提出。

平成21年１月28日に提出した事業年度（第34期）（自平成19年11月１日　至平成20年10月31日）の有価証券報告

書に係る訂正報告書であります。

(6) 自己株券買付状況報告書

　報告期間（自平成21年２月１日　至平成21年２月28日）平成21年３月４日近畿財務局長に提出。

(7) 四半期報告書及び確認書

第１四半期（第35期第１四半期）（自平成20年11月１日　至平成21年１月31日）平成21年３月13日近畿財務局長

に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年１月28日

 エ ー ・ デ ィ ・ エ ム 株式会社 

 取  締  役  会　 御  中   

 監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　木　 村　  幸 　彦　　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　秦  　  一  二  三　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエー・ディ・エム株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

エー・ディ・エム株式会社及び連結子会社の平成20年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計

年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以    上 

 

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成21年１月28日

 エ ー ・ デ ィ ・ エ ム 株式会社 

 取  締  役  会　 御  中   

 監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　木　 村　  幸 　彦　　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　秦  　  一  二  三　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエー・ディ・エム株式会社の平成19年11月１日から平成20年10月31日までの第34期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エー・

ディ・エム株式会社の平成20年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以    上 

 

※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月24日

 エ ー ・ デ ィ ・ エ ム 株式会社 

 取  締  役  会　 御  中   

 監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　木　 村　  幸 　彦　　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 　秦  　  一  二  三　　 印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるエー・ディ・エム株式会社の平成20年11月１日から平成21年３月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行っ
た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と
して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エー・
ディ・エム株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エー・ディ・エム株式会社の
平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部
統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表
明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することがで
きない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統
制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないか
どうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制
の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討
することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい
る。
　当監査法人は、エー・ディ・エム株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示し
た上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以    上 

 
※１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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